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Ⅰ 平成 26 年度「なでしこ銘柄」 

 

1.「なでしこ銘柄」とは 
 

 「なでしこ銘柄」の取組は、女性活躍推進に優れている企業を選定・発表する事業とし

て、平成 24 年度から経済産業省と東京証券取引所の共同企画として毎年度実施されていま

す。  

女性活躍推進は、少子高齢化が急速に進むわが国において、就労人口の維持という側面

のみならず、企業が経営戦略として女性活躍推進を図ることが競争力を高めるという側面

からも期待されています1。さらに、近年では、企業に対する投資や融資の判断においても、

女性活躍の状況が重視されるようになってきています。 

政府においても、女性活躍推進は「成長戦略の中核」と位置付けられています。「なでし

こ銘柄」の取組は、女性活躍推進に優れた上場会社を「中長期の成長力」を重視する投資

家にとって魅力ある銘柄として紹介することを通じて、そうした企業に対する投資家の関

心を一層高め、各社の取組を加速化していくことを狙いとしています。 

 

 

2. 企業経営における女性活躍推進の意義 
 

 女性活躍推進は、「ダイバーシティ・マネジメント」の観点から企業経営にとってプラス

の効果が期待されています。「ダイバーシティ・マネジメント」とは、性別・年齢・国籍・

障がいの有無だけでなく、職歴や経歴の多様性も含め、「多様な人材を活かす戦略」のこと

を意味しています。「ダイバーシティ・マネジメント」の「イントロダクション（試金石）」

として、企業が女性の活躍を推進し、女性人材の登用を積極的に進めることは、主に以下 4

つの意義があると考えられます。 

 

■ 意義 1：多様な市場ニーズに対応 

女性人材を商品企画部門や研究開発部門など幅広い部署・部門に配置し、積極的に登用

を進めることによって、「自由な発想」が生まれ、イノベーション、すなわち多様な市場ニ

ーズに対応した新しい商品やサービスなどの開発につながることが期待されています。 

 

■ 意義 2：リスク管理能力や変化に対する適応能力の向上 

同時に、組織の多様性を高めることは、日本企業のグローバル展開が加速する中、世界

中の様々な市場への適応力を高め、リスクに対する耐性を高めることにもつながると考え

られています。特に、女性の取締役や監査役が在籍することによって、業務執行に対する

監督（モニタリング）がより多様な視点から行われることが期待されます。 

                                                   
1
 IMF ラガルド専務理事は、「女性が日本を救う?(Can Women Save Japan?)」（2012 年 10 月 IMF のワーキングペ

ーパー）を紹介し、「急激な高齢化による日本の潜在成長率の低下に歯止めをかけるには、女性の就業促進がカギ。日

本の女性労働力率が他の G7（イタリアを除く）並みになれば、1 人当たりの GDP が 4％、北欧並みになれば 8％上

昇する」と指摘している。 
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■ 意義 3：資本市場における評価の獲得、長期・安定的な資金調達 

欧米をはじめとする諸外国においては、取締役会のダイバーシティが、コーポレートガ

バナンスにおける重要な要素と認識されるようになっており、年金基金等をはじめとする

機関投資家が関心を強めています2。特に、海外では、ダイバーシティへの取組状況をはじ

めとする ESG 要因を考慮した企業評価や格付けに基づく ESG 投資3が拡大しており、年金

基金等が積極的に ESG 投資を採用しています。国内においても、女性活躍を評価・後押し

する金融商品が増えてきています4。女性活躍を推進するとともに、資本市場に向けて情報

開示を行うことによって、資本市場における評価が高まり、長期・安定的な資金調達にも

貢献することが期待されます。 

 

■ 意義 4：労働市場における評価の獲得、優秀な人材の確保・獲得 

わが国は、女性の労働力率・女性管理職比率のそれぞれについて、近年、上昇傾向が見

られるものの、諸外国と比べて低い水準となっています5。企業にとっての優秀な人材は、

男性・女性ともほぼ同じ割合で存在しているという前提に立てば、男女間の労働力率・管

理職比率の差は、優秀な人材でありながらも、その能力を十分に発揮することが出来てい

ない女性人材が一定程度存在している可能性を示唆しています。企業の人材採用や登用に

おいて、その母集団を拡大することは、真に優秀な人材を確保することに繋がることが期

待されます。 

 

実際に、女性役員比率が高い企業の方が、株主資本利益率（ROE）などの経営指標が良

い傾向にあるという報告がなされています6
 。さらに、女性の働きやすい環境が整備されて

いる企業では、女性管理職の登用が生産性を高め、利益率にプラスの影響を与えることが

示唆されるという研究結果7や、女性の活躍推進のために必要なワーク・ライフ・バランス

の環境整備（育児介護との両立支援や柔軟に働ける制度など）に取り組む企業は、何もし

ない企業に比べ、正社員 1 人当たりの一時間当たりの生産性が 2 倍以上高いといった研究

                                                   
2
 一例として、米国の大手年金基金の一つであるカリフォルニア州教職員退職年金基金（CalSTRS）は、取締役会にお

ける多様性が、長期的かつ持続的な株主価値の向上のために重要であるという見解をホームページ上で述べている。

2014 年には、取締役会に女性が 1 人も任命されていないカリフォルニア州の投資先企業 131 社に対して、カリフォル

ニア州職員退職年金基金（CalPERS）と共同で働きかけを行った結果、いくつかの企業で女性取締役を任命するなどの

動きが広がっている（http://www.calstrs.com/news-release/calstrs-gets-rapid-response-board-diversity-effort）。また、

議決権行使助言会社 ISS が機関投資家に対して行った調査によると、調査に回答した機関投資家のうち、60％が女性登

用を含めた取締役会の多様性を考慮、14%が取締役会における女性登用を考慮していると回答している（2014-15 Policy 

Survey Summary of Results）。 
3
 投資判断において ESG（環境・社会・ガバナンス）に関する要因を考慮した投資を ESG 投資という。ダイバーシテ

ィへの取組状況は社会側面を構成する要素として評価されることが多い。 
4
 女性活躍をテーマとした投資信託が複数立ち上げられた他、融資先企業の女性活躍度に関する診断・助言を行う融資

商品や、女性の起業家向けの融資商品などを取り扱う銀行が出てきている。 
5
 女性の年齢別労働力率（15 歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合）については、生産年齢人

口〈15～64 歳〉全体でみると日本は 65.0%であり、スウェーデン（77.9%）、ドイツ（71.7%）等と比べて下回ってい

る。特に、年齢階級別にみると、結婚・出産期にあたる 25～29 歳から 30～34 歳にかけて、労働力率が 8.9 ポイント下

落しており、いわゆる「M 字カーブ」が存在することで知られている。また、管理的職業従事者に占める女性の割合も、

平成 25 年時点で 11.2％と低い水準になっている（男女共同参画白書平成 25 年版、同平成 26 年版）。 
6
 Catalyst (2007) The Bottom Line: Corporate Performance and Women’s Representation on Boards. 

7
 山本勲 (2014)「上場企業における女性活用状況と企業業績との関係―上場企業パネルデータを用いた検証―」RIETI 

Discussion Paper Series 14-J-016. 
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報告もなされています8
 。   

これらの研究報告は一例ではありますが、女性活躍推進に積極的に取り組み、成果を上

げている企業は、「多様な人材を活かすマネジメント能力」や「環境変化に適応するための

自己変革力」があるという点で、「成長力のある企業」であると考えられます。 

 

図表 1  企業経営におけるダイバーシティ・マネジメントの意義 

  

                                                   
8
 山本勲・松浦寿幸 (2011) 「ワーク・ライフ・バランス施策は企業の生産性を高めるか？―企業パネルデータを用い

た WLB 施策と TFP の検証―」RIETI Discussion Paper Series 11-J-032.  

労働市場における評価の獲得
優秀な人材の確保・獲得

多様な市場ニーズへの対応

グローバル市場のメインプレーヤー
である女性顧客のニーズに応じた商
品開発、販売戦略

資本市場における評価の獲得
長期・安定的な資金調達

リスク管理能力
（ガバナンス）や変化に対する適応能

力（柔軟性）の向上

家計支出のうち、妻の意思決定割合は、我が国で
は約74％。世界では約64％。

※ 内閣府 (2010) 「男女の消費・貯蓄等の生活意識に関

する調査」、 Boston Consulting Group による 22 か国

12,000 人を対象とした2008年の調査結果に基づく。

「女性役員が1人以上いる企業は、能力の範囲拡
大やガバナンス強化等により破綻確率を20%減ら
せる。」
※ 2008年英リーズ大 Credit Management Research 

Centreによる17,000社を対象とした調査結果に基づく。）

・欧米では大手年金基金の多くがESG投資を採用。
一部の機関投資家は企業のダイバーシティを推
進する観点から、投資先企業への働きかけ（エン
ゲージメント）も行っている。
※全世界の機関投資家が運用する運用資産の約30.2％をESG
投資が占めているとされる（GSIA, Global Sustainable Investment
Review 2014）。

・国内でも、女性の活躍を後押しする金融商品が増
えてきている。

ダイバーシティ・マネジメント

• 多様な人材をフル活用し、企業のパフォーマンスにつ
なげるための人事管理

• グローバル企業にとっては重要な経営戦略の一つ

女性の活躍推進はそのイントロダクション（試金石）

企業の人材採用や登用においてその母集団を拡
大することは、真に優秀な人材を確保することにつ
ながると考えられている。
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3. 平成 26 年度「なでしこ銘柄」の選定方法 
 

 3 回目となる「なでしこ銘柄」は、昨年度までと同様に、東証一部上場会社を対象として、

女性活躍に関するスコアリングを実施するとともに、財務指標（ROE）によるスクリーニ

ング等を経て、東証 33 業種ごとに「なでしこ銘柄」を選定しています。各業種からそれぞ

れ 1 社選定することを基本としていますが、今年度より企業数が相対的に多い業種（具体

的には、業種別平均企業数以上）においては 2 社まで選定することとしました。 

 スコアリングにあたっては、透明性を高める観点から、投資の実務家や人材活用に関す

る専門家からなる「「なでしこ銘柄」選定基準検討委員会」を設置し、具体的な評価基準等

について検討を行った上で決定しています。 

 

 

図表 2 「なでしこ銘柄」選定の主な流れ 

 

 

  

②女性活躍に関するスコアリング

調査対象： 東証一部全上場会社 約1,800社
（注）調査対象は 平成26年8月末において
東証1部に上場している企業を対象とする

「なでしこ銘柄」

女性活躍推進企業
100～150社程度

「女性のキャリア促進」に関する
「実績（パフォーマンスデータ）」

を開示している企業

③財務指標によるスクリーニング

①女性活躍に関する一次スクリーニング
 「女性のキャリア促進」に関する実績（パフォーマン
スデータ）」を、開示している企業をなでしこ銘柄選
定候補群とする。

 企業の開示情報をもとに2次詳細調査を行い、スコア
リング基準に従って33業種別に5社程度まで選出。

 ROE（株主資本利益率）の直近3年間(*)平均が、業種平均以上の
企業のうち、女性活躍に関するスコアが上位である銘柄を「なでし
こ銘柄」とする。（*平成26年3月末を起点とする）

 東証33業種からそれぞれ1社選定することを基本とするが、企業
数が相対的に多い業種（具体的には、業種別平均企業数以上）に
おいては2社選定する。

※ ただし、女性活躍に関するスコアが著しく低い場合や重大な法
令違反等がある場合には選定しない。
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■ 実施スケジュール 

平成 26 年 8 月 19 日 「なでしこ銘柄」選定基準検討委員会開催（於：経済産業省） 

平成 26 年 9 月 16 日 「なでしこ銘柄」選定基準説明会（於：東京証券取引所） 

平成 26 年 9 月 30 日 

～11 月 21 日 

「「なでしこ銘柄」に関する女性活躍状況アンケート」の実施 

スコアリングのための開示情報調査 

平成 26 年 12 月 

 ～平成 27 年 3 月 

スコアリングの実施、銘柄の選定作業、等 

平成 27 年 3 月 18 日 平成 26 年度「なでしこ銘柄」発表 

 

 

■ 「なでしこ銘柄」選定基準検討委員会名簿（○：座長） 

井口 譲二 ニッセイアセットマネジメント株式会社 

株式運用部担当部長 コーポレートガバナンスオフィサー 

稲葉 章代 三井住友信託銀行株式会社 リサーチ運用部 シニアアナリスト 

○北川 哲雄 青山学院大学大学院 教授 

佐藤 博樹 東京大学社会科学研究所 教授 

渋澤 健  コモンズ投信株式会社 取締役会長 

高山 与志子 ジェイ･ユーラス・アイアール株式会社 

マネージング・ディレクター、取締役 

野村 浩子 淑徳大学表現学科 学科長、教授 

（元日経マネー副編集長、元日経 WOMAN 編集長） 

キャシー・松井 ゴールドマン・サックス証券株式会社 

マネージング・ディレクター／チーフ・ストラテジスト  

オブザーバー 

事務局 

株式会社東京証券取引所 

経済産業省、株式会社日本総合研究所 

 

平成 26 年 8 月 19 日時点 
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4. 女性活躍に関するスコアリング基準 
 

 「「なでしこ銘柄」選定基準検討委員会」において決定された女性活躍に関するスコアリ

ング基準は、以下のとおり、「女性のキャリア促進」と「仕事と家庭の両立サポート」の 2

つの視点から、「方針」「取組」「実績」の 3 つの側面を評価対象としています。 

 

 

図表 3 スコアリング基準 

 

 

 

スコアリングは、調査期間に開示されていた最新の CSR 報告書等、コーポレートガバナ

ンス報告書、その他自社のホームページにおいて開示されている情報に基づいて実施して

います（ただし、自社以外のホームページや新聞・雑誌等において掲載されている情報に

ついては、自社のホームページにおいて内容の紹介またはリンクが張られている場合に限

りスコアリングの対象としています。）。「方針」「取組」「実績」に関する各情報は、連結グ

ループとして行われている開示情報をもとにスコアリングを行うことを基本としています

が、連結グループレベルでの開示情報が確認できない場合には、連結グループを代表する

主要な企業の開示情報をもとに、スコアリングが行われています。開示の状況についての

詳細は、「Ⅱ 日本企業における女性活躍推進の現状」を参照ください。 

なお、スコアリングは、国内外の企業の環境・社会・ガバナンス（ESG）側面の調査・

分析を手がける株式会社日本総合研究所により実施されています。 

  

女性のキャリア促進
Career advancement of women

仕事と家庭との両立サポート
Support for work-life-balance

方針
Policy

取組
Practice

• 女性など多様な人材活躍促進に向けた方針
※ 経営戦略上に明確に位置づけられている場合

• 女性のキャリア促進に向けた数値目標
（例：女性管理職比率、 役員比率等）

• ワーク・ライフ・バランス促進に向けた方針

• ワーク・ライフ・バランス促進に向けた数値目標
（例：労働時間削減目標等）

「方針」「取組」「実績」の情報は、基本的には連結グループレベルでの開示情報を取得する（ただし、連結グループレベルでの開示情報が
確認できない場合は、連結グループを代表する主要な企業の開示情報を取得する）

• 女性向けのキャリア研修・メンタ―制度・幹部と女性のコ
ミュニケーション促進等

• 女性のキャリア促進のための管理職へのマネジメント研
修・意識啓発等（例：女性活躍支援を幹部の評価基準に
盛り込む等）

• 活躍促進のための組織体制

• 柔軟な勤務場所・時間を認める制度（例：在宅勤務、フ
レックスタイム等）

• 長時間労働の改善のための具体的取組
• ワーク・ライフ・バランス促進に向けた社内意識啓発
（例：研修等）

• 女性管理職比率＜職種・職位階層別比率＞

• 女性役員 ＜社内取締役・社外取締役・監査役・執行役
員別＞比率 （or 人数）

• 男性育児休業取得率（ or 人数）
• 有給休暇取得率（or 平均取得日数）
• 柔軟な勤務制度の活用率（or 活用人数）
• 平均勤続年数男女差
• 実労働時間に関するデータ ※水準（時間数、長時間労
働者の割合等）

実績
Performance

重点項目

※ 実績データの
開示範囲

※は、最終的に銘柄を選定する際に、考慮する情報を示している。
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5. 「「なでしこ銘柄」に関する女性活躍状況アンケート」の実施 
 

 「なでしこ銘柄」の取組は、企業における女性活躍推進の状況に関する情報開示を促進

する観点から、調査期間において企業が開示していた情報のみに基づいてスコアリングを

行っていますが、情報収集の補完及び企業各社へのフィードバックを目的として、東証一

部全上場会社に対してアンケートを実施しました。 

 

 

■ アンケート実施結果 

発送企業数 1,817 社（平成 26 年 8 月末時点における東証一部全上場会社） 

回答企業数 317 社（回答率 17.4％） 

 

 

なお、アンケート回答企業のうち、社名の公表に同意のあった企業の一覧は、本章末尾

に掲載しています。 
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6. 平成 26 年度「なでしこ銘柄」の選定結果 
 

 平成 26 年度「なでしこ銘柄」（39 社）に選定された企業は、以下のとおりです。 

 

■ 平成 26 年度 「なでしこ銘柄」選定企業一覧（業種順、業種内では銘柄コード順） 

銘柄 

コード 
企業名 業種 

「なでしこ銘柄」 

選定 

H24 H25 H26 

1925 大和ハウス工業株式会社 建設業   ● 

1928 積水ハウス株式会社 建設業 ●  ● 

2229 カルビー株式会社 食料品  ● ● 

2587 サントリー食品インターナショナル 

株式会社 

食料品   ● 

3402 東レ株式会社 繊維製品 ● ● ● 

3880 大王製紙株式会社 パルプ・紙   ● 

4452 花王株式会社 化学 ●  ● 

4971 メック株式会社 化学   ● 

4519 中外製薬株式会社 医薬品   ● 

5020 JX ホールディングス株式会社 石油・石炭製品   ● 

5108 株式会社ブリヂストン ゴム製品  ● ● 

5332 TOTO 株式会社 ガラス・土石製品   ● 

5411 ジェイ エフ イー ホールディングス 

株式会社 

鉄鋼  ● ● 

5713 住友金属鉱山株式会社 非鉄金属 ● ● ● 

5938 株式会社 LIXIL グループ 金属製品  ● ● 

6301 株式会社小松製作所 機械   ● 

6367 ダイキン工業株式会社 機械 ●  ● 

6501 株式会社日立製作所 電気機器  ● ● 

7012 川崎重工業株式会社 輸送用機器   ● 

7201 日産自動車株式会社 輸送用機器 ● ● ● 

7731 株式会社ニコン 精密機器 ● ● ● 

7862 トッパン・フォームズ株式会社 その他製品  ● ● 

9532 大阪ガス株式会社 電気・ガス業  ● ● 

9005 東京急行電鉄株式会社 陸運業 ● ● ● 

9101 日本郵船株式会社 海運業  ● ● 

9201 日本航空株式会社 空運業   ● 
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9433 KDDI 株式会社 情報・通信業 ● ● ● 

9719 SCSK 株式会社 情報・通信業   ● 

8002 丸紅株式会社 卸売業   ● 

8031 三井物産株式会社 卸売業   ● 

2651 株式会社ローソン 小売業  ● ● 

7606 株式会社ユナイテッドアローズ 小売業   ● 

8308 株式会社りそなホールディングス 銀行業   ● 

8316 株式会社三井住友フィナンシャル 

グループ 

銀行業 ●  ● 

8601 株式会社大和証券グループ本社 証券､商品先物 

取引業 

  ● 

8750 第一生命保険株式会社 保険業   ● 

8933 エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 不動産業   ● 

2128 株式会社ノバレーゼ サービス業   ● 

2749 株式会社 JP ホールディングス サービス業   ● 

※2016 年 1 月 25 日付けで、選定企業 1社を取り消しました。 
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平成 26 年度の調査においては、企業による女性活躍の状況に関する情報開示が大きく進

展したことに伴い、女性活躍に関する一次スクリーニングを通過した企業が、平成 24 年度

は 185 社、平成 25 年度は 384 社、平成 26 年度は 571 社と年々大幅に増加しています。 

業種別では、特に、情報・通信業、銀行業、サービス業において、一次スクリーニング

を通過した企業が大きく増加しました。 

 

 

図表 4 一次スクリーニングを通過した企業数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注）表の数字は、女性管理職または女性役員が少なくとも 1 人以上登用されていることが開
示情報から確認された企業の社数を表わしている。ただし、平成 24 年度については、CSR

報告書の開示など従業員に関する情報開示が一定程度見られる企業 600 社程度のうち、

女性管理職または女性役員の登用に関する情報を開示している企業の社数を表している。 
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 業種別に一次スクリーニングの通過率を見ると、保険業、銀行業、電気・ガス業などで

の通過率が高い一方で、鉄鋼、倉庫・運輸関連業、金属製品などでは通過率が低くなって

います。 

 

 

図表 5 業種別一次スクリーニング通過率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）括弧内の数値は、当該業種において一次スクリーニングを通過した企業数を表わしている。 
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37.0% 
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25.6% 

22.2% 

50.0% 

9.5% 

42.3% 

16.4% 

30.1% 

64.4% 

40.9% 

100.0% 

36.4% 

20.0% 

37.2% 

水産・農林業(3) 

鉱業(2) 

建設業(16) 

食料品(34) 

繊維製品(8) 

パルプ・紙(4) 

化学(48) 

医薬品(17) 

石油・石炭製品(5) 

ゴム製品(5) 

ガラス・土石製品(8) 

鉄鋼(3) 

非鉄金属(6) 

金属製品(4) 

機械(28) 

電気機器(47) 

輸送用機器(18) 

精密機器(10) 

その他製品(19) 

電気・ガス業(11) 

陸運業(10) 

海運業(2) 

空運業(2) 

倉庫・運輸関連業(2) 

情報・通信業(52) 

卸売業(24) 

小売業(50) 

銀行業(56) 

証券､商品先物取引業(9) 

保険業(6) 

その他金融業(8) 

不動産業(9) 

サービス業(45) 
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7. 選定企業の紹介 
 

「なでしこ銘柄」に選定された企業の中で選定の際に、評価したポイントを中心に企業

の女性活躍推進の状況をまとめています。 

 

大和ハウス工業株式会社 ・・・・13 日産自動車株式会社 ・・・・33 

積水ハウス株式会社 ・・・・14 株式会社ニコン ・・・・34 

カルビー株式会社 ・・・・15 トッパン・フォームズ株式会社 ・・・・35 

サントリー食品インターナショ

ナル株式会社 
・・・・16 大阪ガス株式会社 ・・・・36 

東レ株式会社 ・・・・17 東京急行電鉄株式会社 ・・・・37 

大王製紙株式会社 ・・・・18 日本郵船株式会社 ・・・・38 

花王株式会社 ・・・・19 日本航空株式会社 ・・・・39 

メック株式会社 ・・・・20 KDDI 株式会社 ・・・・40 

中外製薬株式会社 ・・・・21 SCSK 株式会社 ・・・・41 

JX ホールディングス株式会社 ・・・・22 丸紅株式会社 ・・・・42 

株式会社ブリヂストン ・・・・23 三井物産株式会社 ・・・・43 

TOTO 株式会社 ・・・・24 株式会社ローソン ・・・・44 

ジェイ エフ イー ホールディン

グス株式会社 
・・・・25 株式会社ユナイテッドアローズ ・・・・45 

住友金属鉱山株式会社 ・・・・26 
株式会社りそなホールディング

ス 
・・・・46 

株式会社 LIXIL グループ ・・・・27 
株式会社三井住友フィナンシャ

ルグループ 
・・・・47 

株式会社小松製作所 ・・・・28 株式会社大和証券グループ本社 ・・・・48 

ダイキン工業株式会社 ・・・・29 第一生命保険株式会社 ・・・・49 

株式会社日立製作所 ・・・・30 
エヌ・ティ・ティ都市開発株式会

社 
・・・・50 

川崎重工業株式会社 ・・・・32 株式会社ノバレーゼ ・・・・51 

  株式会社 JP ホールディングス ・・・・52 
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大和ハウス工業は、2013 年 11月に発表し

た「第 4 次中期経営計画」において、「事業

拡大に伴う体制・人財の強化」のための具体

的施策として「女性管理職の育成・強化」を

掲げており、女性活躍を経営戦略の一つに位

置付けています。特に、営業職における女性

人材の定着と育成に向けて、「女性営業育成

サポートプログラム」を実施。さらに、技術

部門や新規事業分野においても、女性の職域拡大を図っています。 

 

■女性のキャリア促進について 

2020年にグループ全体で女性管理職を500名とする数

値目標を掲げています。具体的な取組としては、2007年

に人事部内に女性活躍推進のための専任組織を設置し、

女性のキャリア促進に向けて階層・職種別の研修を行っ

ています。さらに、管理職に対しても、評価に「女性部

下に対する積極的な活躍支援や、部下育成を目的とした

役割・機会付与」を盛り込むなど女性のキャリア促進支

援をマネジメントの重要な要素として位置づけていま

す。2013年には、男性上司による女性部下育成の好事例

などの内容を含めた社内向けの啓発誌を作成・配布し、女性が活躍できる職場風土の醸成を図

っています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

「第 4次中期経営計画」において、フレキシブルな人事制度による多様な「人財」の活用を

目指しており、2014年から内勤者を対象として在宅勤務の試行を行っています。労働時間の適

正化に向けては、時間外労働時間の「見える化」を行い、社員一人ひとりに対するきめ細やか

な対応を行っています。さらに、2014 年度から事業所の業績評価において、「時間当たりの生

産性」を評価項目に組み入れており、労働時間での長さではなく生産性を評価する企業風土の

改革を進めています。 

大和ハウス工業株式会社 
（1925、建設業） 

2014年 4月 1日現在 
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 積水ハウスでは、2006 年 3 月、「女性の活躍推進」「多

様な人材の活躍」「ワーク・ライフ・バランスの推進」の 3

つの観点から、仕事と家庭を両立させ、多様な働き方・生

き方のできる職場環境を整備することを目指す「人材サス

テナビリティ」を人事基本方針として宣言。これは、「中

期経営ビジョン」において、「CS（お客様満足）・ES（従

業員満足）・SS（株主様満足）の三位一体の向上」が掲げ

られていたことを受けて行われた宣言であり、経営戦略の一環として行われたものです。平成

24年度にも「なでしこ銘柄」に選ばれた同社は、この選定を受けて、「積水ハウスの “ なでし

こ ” たち」と題した冊子を作成。研究開発から営業、現場監督など様々な部署で活躍する女性

従業員を紹介しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性のキャリア促進に向けて、同社ではグ

ループ全体で 2020 年までに女性管理職を

200 人（5%）輩出するという数値目標を設

定しており、将来的には女性管理職比率 10%

にまで引き上げることを目指して取り組ん

でいくことを宣言しています。取組では、営

業職における女性活躍推進に力を入れてお

り、2007年から全国の女性営業職が一堂に会して交流する「全国女性営業交流会」を実施。社

長はじめ経営幹部同席のもと、スキルアップやモチベーションの向上を図っています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立サポートに関しては、「時間外労働の削減」「年休取得率の向上や男性の育

児休業取得の促進」「多様な働き方を支援する制度の充実」を方針としており、特に男性の育

児休業取得率については、2015年度に 30%まで引き上げるとする数値目標を設定しています。

労働時間の適正化に向けては、部門ごとに業務効率化や労働時間短縮に向けたプロジェクト等

を進めています。実績としては一人当たり月平均総労働時間の開示を行っています。 

 

積水ハウス株式会社 
（1928、建設業） 
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 カルビーでは、女性の活躍を含めたダイバーシティの推進が、自社の成長にとって重要であ

ることを明確化した「カルビーダイバーシティ宣言」を策定し、社外にも公開しています。 

 毎年度「ダイバーシティに関する

アンケート」を実施し、ダイバーシ

ティに対する「理解」「納得」「行動」

の 3つの視点からグループ内におけ

る浸透の度合を確認しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2020年に女性管理職比率を 30%まで高めることを数値目標として掲げており、2014年 4月

時点で女性管理職比率は 14.3%です。女性取締役数・比率は 1名・14％、女性執行役員は 4名・

16％となっています。執行役員以上が集まって経営に関して議論するワークショップに、女性

管理職や管理職候補生も参加しています。女性が経営者目線を持てるようになること、ディス

カッションに多様性を入れることが目的です。当該ワークショップの場で女性登用についての

目標共有が行われる他、会長・社長や事業本部長が

女性登用についてコミットし、全従業員にも公開し

ています。さらに、同社会長との座談会「晃さんと

ダイバーシティについて語ろう」を 2012年度から

毎年開催するなど、従業員の意識啓発にも注力して

います。2014 年度は本社勤務の一般従業員を対象

に実施しました。 

 女性管理職候補生を対象にした「キャリア研修」の実施や女性管理職にメンター制度を導入

したほか、女性執行役員による 3社合同スペシャルフォーラムを開催するなど、女性管理職の

育成を計画的に行っています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立サポートの面では、2014年 4月から在宅勤務制度をスタートさせており、

その利用実績は、対象者の 20％（本社）にのぼっています。働きやすい環境を整えるため、2013

年 12 月から「早帰りデー」を定め、夏季を「サマータイム」とし、早朝時間を利用した効率

的な働き方に転換して残業時間を削減する仕組みを導入しています。 

 

カルビー株式会社 
（2229、食料品） 
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 サントリーグループ

は、「やってみはなれ」に

象徴される従業員のチャ

レンジ精神を大事にして

きました。今後、新たな

価値を創造し続けていく

ためにダイバーシティが

重要であるという考え方

の下、「従業員の属性の多

様化を図り、特性や個性を活かす組織づくり」を推進しています。ダイバーシティ経営の

重点課題の一つとして「性別」の多様化の推進、すなわち女性活躍推進を掲げています。 

 

■女性のキャリア促進について 

女性の登用拡大に向けて、サントリーグループ全体で

2025 年に女性管理職 20％という数値目標を掲げており、

女性の登用を進めるために、各種研修等を通じて、能力開

発と意識啓発を展開しています。 

 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭との両立に向けて、生産性高く働き、質の高い成果を生み出し、新たな価値

創造につなげることを目指して、ワークスタイル革新にグループ全体で取り組んでいま

す。具体策としては、フレックス勤務やテレワーク勤務の拡大を行っています。 

労働時間の適正化に向けては、早帰り促進のための全社完全消灯ルールの徹底や、生産

性向上のための業務見直し等を強化しています。 

 

サントリー食品インターナショナル株式会社 
（2587、食料品） 
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東レは、わが国で育児休業法が施行された 1992年より 20年近くも遡る 1974年にいち早く

育児休業制度を導入するなど、古くから女性活躍支援に力を入れてきました。2004年には「女

性活躍推進プロジェクト」を発足させ、推進体制の整備や仕事と家庭の両立支援策を含めた各

種制度の見直し・拡充、その他各種社内啓発活動を展開してきました。2014から 2016年度の

中期経営課題「プロジェクト AP-G 2016」における基本戦略の 1つを人材戦略とし、「性別、

国籍を問わず多様な人材の活用と育成に継続して取り組む」としています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性のキャリア促進に関しては、同社の女性

の管理職への登用は着実に進捗しており、2014

年 4月時点で部課長級以上の女性比率は 4.17%

まで上昇しています。女性登用に関する今後の

目標としては、2016 年に部課長級以上の女性

比率 5%を目指し、2020年には 2014年比で倍

増させることを数値目標として宣言していま

す。同時に、近い将来女性の役員登用にもつな

げたいと考えています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

同社では、ワークライフバラ

ンスの推進を「職場イノベーシ

ョン」の取組と位置付けており、

2008年下期以降、働き方に関す

る意識改革、深夜残業・休日出

勤の原則禁止、全社一斉早帰り

デーの実施などに取り組んでいます。労使により 2010 年に立ち上げられた「ワークライフバ

ランス専門委員会」においても、労働時間の適正化等に向けた議論が行われています。平均有

給休暇取得率について情報開示を行っており、2013 年度の実績は 87.9%となっています。男

性による育児休業も毎年度利用実績を有しています。 

 

東レ株式会社 
（3402、繊維製品） 
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女性活躍推進全体会議の様子 

 

 

 

 

 

 グローバル化の加速、多様化する顧客ニーズなど変化の激しい経営環境下において、ダイバ

ーシティを推進することが組織の活性化につながるという認識の下、大王製紙は経営戦略とし

てダイバーシティ経営に取り組むことを 2014年 7月に発表しています。 

ダイバーシティ経営の第一歩として、これまで十分に発揮されて来なかった女性パワーを経

営に活かすことを方針として掲げています。特に、同社の商品は「女性ならではの思考、観点」

がマーケティング、開発に求められるものが数多くあることから、女性従業員の活躍に期待を

寄せています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性のキャリア促進に向けて、平成 29年度までに女性管理職比率 3.2%という数値目標を掲

げています。さらに将来的には、女性管理職比率 30%を目指す考えを表明しています。具体的

な取組としては、2014年に人事部内にダイバーシティ推進担当を新たに配置するとともに、社

内への浸透を図るために経営トップがダイバーシティ推進の意義を社内に向けて発信する活

動を行っています。2014年 6～7月にかけ、全国 3か所において、経営幹部、女性の部下を持

つ管理職、並びに女性従業員を集めた「女性活躍推進全体会議」を開催しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立サポートに関しては、毎週火曜日及び木曜日を定時退社日と設定するノー

残業デーを全社員を対象として実施しています。 

 

 

大王製紙株式会社 
（3880、パルプ・紙） 
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ダイバーシティから生まれる活力が事業の発展を支えるという認識の下、花王では、従業員

一人ひとりの多様な能力・個性・価値観を受容・結集できる組織の実現をめざして、ダイバー

シティを推進しています。性別や障がい、人権をテーマとした多様性に関する啓発月間を設け

るとともに、本社・各拠点・グループ会社から代表を集めて、多様性を理解し、お互いを尊重

しあうマインドの醸成を通じて、一人ひとりの能力が一層発揮される働きがいのある職場をつ

くるため、EPS（イコール・パートナーシップ）啓発活動会議を定期的に開催するなど、グル

ープ全体への浸透の徹底を図っています。 

 

■女性のキャリア促進について 

属性によらない、意欲・能力に応じた評価と登用の推進が、女性社員の役割拡大につながっ

ており、女性役員 1名が活躍しています。女性管理職比率は 2013年 12月 31日時点で 10.5％

（国内グループ）まで上昇しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 ワーク・ライフ・バランスを、ダイバーシティを推進するために必要な環境整備のひとつと

して捉え、両立支援のための各種制度の整備と、制度の利用促進を進めています。育児休職制

度に関しては、男性による利用率が約 37%と高い水準と

なっています。 

 さらにメリハリのある働き方を推進するため、グルー

プ会社・部門ごとに計画を立て、仕事のやり方の見直し

や、早帰りデー・有給休暇取得推進日の設定などに取り

組んでいます。有給休暇制度利用実績については経年で

開示を行っており、2013 年度の平均利用率は 71.0%と

なっています。 

従業員からワーク・ライフ・バランスに関する標語を

募集し、最優秀賞に選出された標語を使って作成したオ

リジナルポスターを全国各地の拠点で掲示するなど、職

場の意識啓発も積極的に行っています。 

 

 

花王株式会社 
（4452、化学） 
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メックは、「メックグループ企業行動憲章」において、「従業員の多様性、人格、個性を尊重

するとともに、安全で働きやすい環境を確保し、ゆとりと豊かさを実現」することを目標とし

ています。誰もが多彩な能力を存分に発揮できるように、国籍・性別・年齢・障がいの有無と

いった個々の違いを活かす環境整備を目的に、ダイバーシティの推進に取り組んでいます。 

 

■女性のキャリア促進について 

女性のキャリア促進に関しては、取締役 7名のうち 1名が女性で（取締役に占める女性比率

は、約 14%）、監査役については、3名のうち女性が 1名就任しています（2014年 6月現在）。 

さらに、部長職 13 名のうち 3 名が女性であり、部長職に占める女性比率は約 23%と高くな

っています。女性管理職は 5名（13.2%）で、その職種は、研究職 4名、営業職 1名と活躍の

領域も広がっています（2014年 3月現在）。 

 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

労働時間の適正化に向けて、従業員一人ひとりの毎月の時間外労働時間のモニタリングを行

っています。有給休暇取得実績の開示を行っており、2013 年度の平均取得率は 60％となって

います。男女別の平均勤続年数も開示しており、男性が 14.1 年に対して女性が 13.4 年と、男

女差がほとんどありません。 

 

メック株式会社 
（4971、化学） 
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 「国内外において革新的な新薬を継続的に提供する日本のトップ製薬企業」を目指し、「ダ

イバーシティ推進」を経営の重要課題と位置づけ取り組んでいます。2013 年 1 月に発表した

「中期経営計画 ACCEL 15」においても、

トップ製薬企業実現のための基盤強化と持

続的利益成長を最重点課題の一つに設定

し、性別をはじめとした様々なダイバーシ

ティを加速することを掲げています。これ

は、ダイバーシティを推進することによって、考え方や仕事のイノベーションが生まれ、それ

が革新的な新薬の提供に繋がっていくという考え方に基づいています。 
 

■女性のキャリア促進について 

 2010年に社長（現会長）をトップとしてワーキングチームが結成され、性別による多様性（ジ

ェンダー・ダイバーシティ）の推進活動が開始。2012年には、活動を幅広い領域で強化・推進

するために「ダイバーシティ推進室」を設置しまし

た。各部門のダイバーシティ推進活動の共有を通じ

て、取組を加速させるため、会長をはじめとした経

営役員の出席の下で、「中外ダイバーシティ推進フ

ォーラム」を開催しています。多様な人材の発掘と

活躍推進に向けてタレントマネジメントシステム

を導入し、客観的な尺度で人材を見極め、配置・育

成を行っています。 

 女性マネジャー数を 5年間で倍増させる目標を設定しています。ロシュ社との人財交流プロ

グラムを通して、多様な視点を早期から培う機会を提供している他、グローバルな視点で女性

のキャリアやダイバーシティへの考えを深めるための社外取締役との意見交換会等を開催し

ています。2013 年時点で、課長職女性比率は 9.6%、部長職女性比率は 6.3%まで上昇してい

ます。 
 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立サポートに関しては、労働時間の適正化に力を入れており、事業所・部門

単位ではノー残業デーの設定や時間外勤務の必要性の事前判定の徹底、タイムマネジメント研

修などを行っています。2013年度時点での月平均時間外労働時間は 15時間となっており、業

務が拡大する中にあっても、生産性を高めることによって時間外労働時間は減少のトレンドを

維持しています。 
 

中外製薬株式会社 
（4519、医薬品） 
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JXホールディングスグループでは、より多様で柔軟な考えを取り入れる組織に変化すること

が重要であるという認識の下、女性活躍を推進しています。女性社員が仕事に対して高い意欲

を持ち、いきいきと働き続けるためには、必要な各種制度を整備するとともに、「社員の意識

改革」「企業風土改革」が重要な課題であると捉え、意識改革を目的とした研修や啓発活動の

実施、働き方の見直しなどの施策がグループ会社で実施されています。 

 

■女性のキャリア促進について 

女性のキャリア促進に関して、JX ホールディングスでは、2014 年 6月時点で、女性の社外

取締役が 1名、女性の社外監査役が 1名就任しており、女性比率としては、それぞれ約 7.1％、

20％となっています。グループ会社を含めた女性管理職比率は、約 1％で、積極的な女性社員

の採用、働き方の見直し、社員の意識改革、女性社員間のネットワーク形成等を通じて、女性

の登用につなげています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

仕事と家庭の両立支援に関して、グループ会社である JX 日鉱日石エネルギーにおいては、

労働時間の適正化に向けて、「さよなら残業～Action8～」という取組を推進しています。具体

的な内容としては、最低月 1回、各自が定時の 30分前に退社する「マイナス 30分」運動や、

上司が目的・期限・品質（いつまでどこまで）を明確にしたうえで部下に業務指示を出し、か

つ部下は現在抱えている業務を伝えたうえで指示に了解して業務に当たる「いつまでどこま

で」運動、管理職が手元資料、挨拶原稿などを極力自分で用意する「自分のことは自分でやる」

運動など、特徴的な取組が多数含まれています。男女別の平均勤続年数についても情報開示を

行っており、グループ会社

によって水準は異なるも

のの、JX 日鉱日石エネル

ギーについては、男性 20.5

年に対して、女性 19.6 年

と男女差はほとんど見ら

れません。 

 

 

JXホールディングス株式会社 
（5020、石油・石炭製品） 
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ブリヂストンは「多様性の尊重に関するブリヂストングループの考え方」を表明しており、

「さまざまな価値観や個性を持つ人々が「働きやすく、活躍できる」職場環境を提供」するこ

とを通じて、最終的に、「従業

員の満足度向上」「企業の活性

化と成長」「ステークホルダー

の利益向上」につなげていく方

針を打ち出しています。さら

に、多様性の尊重に関して、

2013年度の主な成果と2014年

度以降の計画を開示していま

す。 

 

■女性のキャリア促進について 

多様性尊重に関する進捗管理指標（KPI）の設定に関しては、グループ各社において国や地

域の特性などを踏まえて適正な指標を設定することとしていますが、ブリヂストン（単体）に

おいては、多様性尊重に関する KPIとして女性管理職人数を設定しており、2018年に 2013年

度比 3.6倍（47名）という数値目標を設定しています。具体的な施策については、入社 5年目

前後の総合職女性従業員を対象とする「キャリアデザイン研修」のほか、女性従業員を部下に

持つ全管理職を対象として「キャリアサポート研修」を実施し、女性従業員のキャリアアップ

に対する管理職の意識の向上を図っています。同社では 2014年 11月時点で、女性の社外取締

役が 3名就任しており、取締役に占める女性比率は 37.5％となっています。また社外監査役に

も 1名女性が就任しています。2014年 6月時点の女性管理職比率は 1.1％です。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

仕事と家庭の両立支援に関しては、多様な働き方を可能とする在宅勤務制度を導入してお

り、2014 年 1 月から週 3 日まで在宅での勤務を可能としています。育児休業については、女

性従業員だけでなく男性従業員による取得についても数値目標を設定し、取得の奨励に取り組

んでいます。男女別の平均勤続年数についても情報開示を行っており、2013 年時点で男性が

13.8年に対して女性が 11.8年となっています。 

 

 

株式会社ブリヂストン 
（5108、ゴム製品） 
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「TOTOグループ人財方針」において、性別等による差別を行わないこと、「個性を尊重し、

一人ひとりの強みや持ち味を生かした能力開発を支援し、働く人々の能力や成果を公正に評価

し、適正に処遇」すること、「柔軟な働き方を整備する等、環境を整え、仕事と生活の調和の

実現を支援」すること等を宣言しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

女性のキャリア促進に関しては、同社が創立 100周年を

迎える 2017年度に女性管理職比率 10％達成の目標を掲げ

ています。足元でも女性管理職比率は 5.1％で増加傾向に

あり、女性の部長職も存在しています。具体的な取組とし

ては、女性従業員及びその上司を対象としたプログラムに

より構成される階層別研修を実施しています。例えば、女

性セールスが、ライフイベントとのバランスをとりながらキャリアを積む方法や、上司との効

果的なコミュニケーション方法を学び、結婚・出産などを経て、どのようにキャリアを継続し

ていくか、自ら考える機会とし、上司は働く女性の一般的なキャリアサイクルや、ライフサイ

クルへの理解を深め、女性部下のキャリア促進に関し、具体的な支援やマネジメント法を学び

ます。ここでは、女性従業員本人のスキルアップだけでなく、上司のマネジメントスキル強化

や意識啓発を図っています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立支援については、女性従業員に限ら

ずすべての従業員の労働時間を見直し、仕事と家庭生活

の調和を図ることが生産性や働き甲斐の向上につなが

るという考えの下、労働時間の適正化に取り組んでいま

す。さらに、休暇の取得を促進するため、年間 12 日以

上の有給休暇の取得を目標に掲げて取得を推進してお

り、有給休暇取得率は過去 3年間について 70%以上で推移しています。男性の育児休業取得人

数についても情報開示を行っており、過去 3 年間で増加傾向が見られます。また、「配偶者の

海外転勤にともなう休職制度」を導入しています。 

 

TOTO株式会社 
（5332、ガラス・土石製品） 
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ジェイ エフ イー ホールディングスでは、「第 4 次中期経営計画」において重要事項の一

つに位置付けている「持続的な成長のための企業体質確立」に向けて「ダイバーシティ推進」

を掲げており、女性活躍推進は同社の経営戦略の一部に位置づけられています。同社および事

業会社における総合職の女性入社比率は約 20%と高く、特に事務系総合職社員においては約

42%（47名/112名）となっています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性管理職登用に向けて、「2020 年には女性管理職社員の人数を現在の 3 倍」（JFE ホール

ディングス、JFEスチール、JFEエンジニアリング、JFE商事における女性管理職の管理職全

体にしめる人数は 2014年 8月末時点で 94名）の数

値目標を設定しています。JFE スチールでは、女性

活躍を推進するために、ダイバーシティ推進室を設

置しており、上司・先輩等従業員を対象とした研修

を行っています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 働きやすい職場環境を提供するため、法定を上回

る休日・休暇制度の充実を進めるとともに、年次有

給休暇の取得日数を 15 日以上とする数値目標を掲

げています。労働時間の適正化に向けては、CSR会

議等を活用して時間外労働の状況を把握し、毎週水

曜日の定時退社デーの設定や全社で業務改革

（J-SLIM）活動へ取り組むことで業務効率化への意

識を高めています。JFE スチールにおける男女別の

平均勤続年数は、男性が 20.0年に対して、女性 21.8

年と女性の方が長くなっています。 

 

 

ジェイ エフ イー ホールディングス株式会社 
（5411、鉄鋼） 
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 住友金属鉱山では、多様な人材が活き活きと活躍することは、今後グローバルに事業展

開を行う上で重要な経営課題と捉えています。CSR（企業の社会的責任）に関して定めた

重点 6分野の一つとして「人権・人材の尊重」を設定し、「2020年のありたい姿」として

「従業員の人権と多様性を尊重し、高い人権意識を有する人材を育成するとともに、勤労

意欲と能力に応じて活躍の場を均等に与える企業」を目指すことを宣言しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

同社は 2012 年に人事部内に「女性活躍支援

グループ」を発足させ、女性活躍推進の活動を

進めてきました。具体的な取組としては、女性

従業員を対象とした研修に加えて、管理監督者

を対象とした研修を併せて実施することによ

って、全社の意識改革を図っています。その他、

女性活躍支援の取組を周知するツールとして

開設した電子掲示板「Shining 社員」や、社内

報「IBUKI」を通じた啓発も行っています。今

後の計画としては、女性社員の能力をより一層

引き出すような職場環境を整え、女性社員の比

率を高め、2020 年には女性の管理社員数を現

在の 3倍にすることを目標としています。 

 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 働き方の選択肢を増やし、仕事と家庭の両立をサポートしています。長時間労働の抑制

や有給休暇取得促進などに取り組み、働きやすい職場環境整備を進めています。 

 

住友金属鉱山株式会社 
（5713、非鉄金属） 
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 LIXILグループは、「LIXIL Diversity宣言」を行い、「多様性の尊重」

「公平な機会の提供」「実力主義の徹底」を実現するための取組を通

じて、「創造性」と「エネルギー」を生み出す企業文化を醸成し、ひ

いては「強い企業体質」をつくり上げることを目指しています。女性

活躍の推進は、ダイバーシティの推進において不可欠な要素と位置付

けられています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性のキャリア促進に関しては、2014 年 8 月に女

性の活躍を加速するため「WeDoアクション」を策定

し、公表しています。同プランにおいては、管理職登

用者の 30％以上を女性とすること、社内のあらゆる

機会に女性を参加させること、トップと各部門が女性

の登用について徹底的に議論することなどが、社長の

署名入りで宣言されています。社長以下トップリーダ

ーが「ダイバーシティ・ミーティング」等で、ダイバ

ーシティの必要性を繰り返し発信するなど、女性が活

躍しやすい風土の醸成に尽力しています。 

女性管理職比率については、LIXIL 単体で、2014

年 11 月時点で 5.1％まで上昇しており、部長職相当

以上の女性比率は 2.2％となっています。取締役にも

1 名女性がいるほか、執行役 16 名のうち 2 名が女性

となっています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 労働時間の適正化については、毎週水曜日を「ノー残業デー」と設定し、従業員が原則とし

て定時に退社するよう定めています。長時間労働者を把握し、人事総務部門と所属部門が連携

してフォローを行っています。有給休暇の取得率については、50％を目標とし、年 1回稼動 3

日間連続で有給休暇を取得することができる「ゆとり休暇」や「メモリアル休暇」を設けてい

ます。 

 

株式会社 LIXILグループ 
（5938、金属製品） 
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 2013から 2015年度の中期経営計画「Together We Innovate GEMBA together」の中で、成

長を支える土台強化の取り組みの 1つに、グローバル人材育成を掲げています。グローバル人

事方針の中では、性別による差別は行わないこと、私生活とのバランスをとりつつ、充実した

業務遂行ができる職場作りに務めることが明文化されており、グローバル人材育成の一環とし

て、女性活躍推進に積極的に取り組んでいます。 

 

 

■女性のキャリア促進について 

 単独での女性管理職比率の目標を策定しています。2014 年 4 月時点における単独の女性社

員数は 1,101 名（女性社員比率 10.5%）、女性管理職数は 57 名（女性管理職比率 3.6%、部長

職以上は 2.5%）。2016年 4月までに女性管理職比率を 5％超とする目標を掲げています。単体

での女性執行役員は 2名（女性執行役員比率 4.7％）と、積極的に女性を登用しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 グローバル人事方針の中で、仕事と家庭

との両立サポートに積極的に取り組むこ

とを明言しています。なかでも、総労働時

間削減を重要なテーマと捉え、年間 2,100

時間未満、年次有給休暇平均 17 日以上取

得という具体的数値目標を掲げ、各職場で活動計画を作成するなど取組を進めています。2013

年度より試行的に在宅勤務制度を導入し、ワークシェアリング制度も必要に応じて導入すると

しています。2013年度は 7名の男性が 1週間以上の育休を取得するなど、男性も含めた育児・

介護との両立支援を行っています。 

 

  

グローバル人事方針 

産休育休取得状況 

株式会社小松製作所 
（6301、機械） 
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 2011 から 2015 年度の中期経営計画「FUSION15」の中で、「真のグローバルエクセレント

企業」を実現するための全社コア戦略 11 テーマの 1 つに「人を基軸におく経営」の実践を掲

げています。「人を基軸におく経営」実践の一環として、女性の活躍推進に 2001年から取り組

んでおり、イノベーション創出には女性の活躍推進が欠かせないと考えています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 同社の女性取締役比率は 8.3％、女性

管理職数は 2001 年の 2 名から 29 名

（2014年 7月時点）にまで増え、管理

職比率は 3.0％です。女性管理職人数は

他の製造業に比べて低いと認識し、女

性活躍推進を加速化させるため、2011

年に女性活躍推進プロジェクトを発足しました。女性従業員だけでなく、マネジメントする男

性管理職の意識改革が重要であるとし、意識改革を促進するための取組を多数実践していま

す。女性従業員向けには、女性リーダー育成研修の実施や長期的な視点で自らのキャリアを考

える意識改革研修など、男性管理職向けには、女性部下育成研修の実施、男性管理職・リーダ

ー対象の講演会などを開催しています。研修に参加した男性管理職は 450人にのぼり、女性向

けの研修にとどまらず、男性側の意識改革に積極的に取り組んでいます。 

  

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 従業員のワーク・ライフ・バランスを重視し、多

様な人材が活躍できるように、柔軟な勤務形態を導

入しています。「フレックスタイム制」や、事業運営

の企画・立案・調査などの業務についても「裁量労

働制」を導入しています。また、長時間労働削減に

向けて、週 1 回の定時退社日の設定・実行や、休日

出勤の禁止（やむをえない場合は部門長決裁）などを実施しています。2013年度の有給休暇取

得率（ダイキン工業単体）は 94.4％と高水準を維持しています。 

  

男性管理職の「意識改革」 

有給休暇取得率の推移 

ダイキン工業株式会社 
（6367、機械） 

http://www.daikin.co.jp/index.html
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 ダイバーシティはイノベーションの源泉であ

り、日立の成長エンジンであると捉えています。

1990年代以降、仕事と育児・介護との両立支援

制度を整備しており、長年、女性を含む多様な

人材の活躍を支援してきました。現在は、「ダイ

バーシティ for NEXT100」と銘打ち、経営戦略

としてダイバーシティを推進しています。多様

な人材が長く働き続けることだけでなく、経営

や事業をマネジメントする立場で最大限に力を

発揮できる環境づくりを推進しています。また、

日立グループ 30 事業体を対象とした「日立グループ女性活用度調査」を実施。グループ内の

ランキングだけでなく、同業他社との比較を実施。進捗度を「見える化」することで、取組を

加速させています 。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2013 年度の女性管理職比率は 3.8％、女性取締役比率は 8.3％です。女性の登用をさらに進

めるために、2013年度に 2つの目標「2015年度までに女性社員を役員に登用する」「2020年

度までに日本国内の女性管理職を 1,000 人とする（2012 年度比 2.5 倍）」を策定しました。会

社の考えを伝えるとともに、足元での課題などを把握するため、2013年度より人財部門担当役

員が全国の女性総合職を訪問しています。さらに、女性活躍推進には部課長クラスの意識改革

が重要であるとの認識の下、事業部門トップから若手が参加するダイバーシティ・ワークショ

ップを各地で開催しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 多様な働き方を促進することは、事業拡大の観点からも重要である

と考えています。時間や場所にとらわれずに柔軟で多様な働き方が選

択できる環境を整備しています。具体的には、裁量労働制度やフレッ

クスタイム制度、在宅勤務制度などに加え、サテライトオフィスの設

置や在宅勤務運用・申請の簡素化にも取り組んでいます。長時間労働

の縮減のため、本社経営会議等で定期的な報告を実施。パソコンの

ON/OFF 時刻の記録により、本人と上長が勤務状況をリアルタイムに把握しています。 

  

株式会社日立製作所 
（6501、電気機器） 
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 「会社の中で働く一人ひとりが多様性を構成する重要な要素であると考え、 

それぞれの持つ多様性＝違いを生かしながら会社の力としていこう」という、

女性を含む多様な「人財」の活躍を支援する姿勢を明確にしています。2013

から 2015 年度の中期経営計画 「中計 2013」で、将来収益基盤の整備に向

けた取組の 1 つに、女性活躍推進も含むダイバーシティ経営を掲げています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性管理職は、2010 年度の 13 名から 2014 年度 17 名

にまで拡大しています。管理職を増やすために、採用を

増やすことに取り組んでおり、現在では大卒事務系の採

用人員の約 3 割が女性です。また女性の意識啓発を目的

とした「4U(For You)ネットワーク」活動を実施していま

す。社内に参考となる先輩を見つけたり、参加者同士で

ライフイベントと仕事を両立する知恵を共有したり、女

性同士が切磋琢磨しながらより活躍していくことを目指

しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 総労働時間削減に向けて、

2006 年度より定時退場日を原

則週 1 回設定しています。ま

た、男性の育児や介護休業取

得を支援しており、2013 年には 2 名の男性が育児休業を取得するなど、育児・介護休業取得

者数を男女別で公表しています。 

 

 

シンボルマーク 

4U ネットワーク 

育児・介護休業取得者数・育児休業後離職率（川崎重工単体） 

川崎重工業株式会社 
（7012、輸送用機器） 

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

育児休業 27名（男3、女24） 23名（男0、女23） 24名（男1、女23） 36名（男2、女34）

育児休業
復職率

94.1%
（16/17）

100%
（30/30）

94.1%
（16/17）

100%
（21/21）

介護休業 3名（男3、女0） 2名（男2、女0） 3名（男2、女1） 0名
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 日産自動車は、性別、国籍、文化、地域、年齢、学歴、

キャリア歴、ライフスタイルなどさまざまな背景からな

る個々人の考え方や価値観の多様性が、会社の強みにな

ると考えています。多様な人材が活躍する組織からは、

発展的・創造的なアイデアが多く生まれ、顧客の多様な

ニーズに応えることができるからです。近年増えてきて

いる女性顧客の要望やニーズに応えるためには、製品・

サービスの開発に女性の視点を取り入れることが不可

欠だと考えており、女性活躍推進を経営戦略の一環として取り組んでいます。「女性のキャリ

ア開発支援」「業務プロセスに女性の視点を反映」という 2 つを活動の柱としています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性登用を促進するため、2004年 10月に「ダイバーシティ デ

ィベロップメントオフィス（DDO）」を設立しました。DDO は

社内にキャリアアドバイザーを配置。上司、人事部と一体で、

女性従業員 1 人ひとりのキャリアについて議論を行うキャリア

開発会議を行っています。また、能力開発のための研修や人事

交流イベントなど、女性従業員を対象とした研修機会などの提供や、役員によるメンタリング

プログラムやラウンドテーブルなども実施。役員候補となる管理職の育成については、外部研

修や役員ワークショップを通じて、グローバルで育成しています。 

こうした取り組みの結果、国内の女性管理職は、部長級以上の女性の比率が 2008 年の 2%か

ら 2014 年 4 月時点で 5%と 2 倍以上、全管理職での女性の比率は 7%にまで上昇しました。グ

ローバルでは、2008 年の 7%から 2014 年 4 月には 11%にまで上昇。2017 年 4 月までに 14%

を目指しています。また、足元での執行役員比率は 2%です。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 ダイバーシティを企業の競争力に取り込むうえでは、ワークライフマネージメントが重要だ

と考えています。全間接従業員のワークとライフの質の向上を目的に、2014 年 1 月から、在

宅勤務の利用上限を月 5 日（40 時間）にまで拡充しました。2013 年度は、約 2400 人が同制

度を利用しました。オフィス一斉消灯、週間 PDCA の推奨など長時間労働削減・生産性向上に

繋げる取組も行っています。 

 

日産自動車株式会社 
（7201、輸送用機器） 



 

34 

 

   

 

 

 

 

 ニコングループでは、多様性と人権を尊重し、公正な処遇をすることで、社員が個々の能力

を活かし、チームとして成果を発揮することができる環境を整えることをダイバーシティの基

本方針としています。「多様性を受け入れる力」はニコングループ人事ビジョンの中の 5 つの

柱のひとつです。こうした方針に基づき、女性活躍を推進しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2014 年 3 月末時点で、部長級相当及びそれ以上の役職に

おける女性比率は 4.4％、課長級相当の役職における女性比

率は 3.5％でした。2017 年 3 月末までに、女性管理職（役

職ポストに就いていない者も含む）比率 5％を達成すること

を目標としています。女性のキャリア開発支援を目的とし

て、女性向けの研修やメンター制度を導入しています。2014

年 3 月期は、役員・管理職をメンターとして 6 カ月間、10

組 20 名の対象者にメンタリングを実施しました。多様性へ

の理解を共有するための内容を盛り込んだ管理職研修も実

施しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 適正な労働時間の管理に努めつつ、社員が安心して働ける制度・施策を整備することで、ひ

とりひとりの能力を活かし、チームとして成果を出せるような環境づくりをワーク・ライフ・

バランスの基本方針と

しています。 

ノー残業デーやショ

ート残業デーの他、管

理職に向けた労働時間管理研修を実施。働く場所の柔軟性を高めるために、特にニーズが高い

部署で在宅勤務制度を導入しています。また、男性の育児・介護休暇取得も支援しており、い

ずれも毎年取得実績があります。 

 

女性社員比率・女性管理者比率 

株式会社ニコン 
（7731、精密機器） 

育児休暇取得実績 （単位：名）

2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期
男性 2 3 4 7 3

女性 29 21 15 16 22

男性 0 0 1 1 1

女性 15 28 28 35 32

※正社員、嘱託。

※持分法適用会社を除く。

ニコン

国内グループ会社
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 トッパン・フォームズは、事業領域の拡大とさらなるグローバル市場の開拓を目指し、変化

に対応する力のある組織と人材づくりにより、価値創造型企業への変革を図っています。「ダ

イバーシティ&インクルージョン」を経営戦略の柱の一つに位置づけ、新しいアイデアの創造

と柔軟な発想で多様なニーズに対応し、得意先満足度の向上を目指しています。女性活躍推進

は、こうした戦略の 1 つに位置づけられています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性管理職比率は毎年着実に増えており、2013 年の女性

管理職比率は 4％（うち、部長比率は 2％）。2017 年度まで

に 10％にすることを目標としています。推進部門として総

務本部にダイバーシティ推進部を設置し、各事業部、各グ

ループ会社をメンバーとするダイバーシティ推進委員会を

設け、グループ全体で諸施策の推進を図っています。女性

のさらなる登用に向けて、意欲ある女性社員を選抜し、年

間 11 日間の研修を実施。同時に受講者の上司を対象にマネ

ジメント研修を行い、社内風土の構築にも取り組んでいま

す。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 ワーク・ライフ・バランスに取り組む意義に

ついては、優秀な人材の確保および生産性向上

と捉えています。働く時間の柔軟性を高めるた

めに、特定の従業員に対して、所定労働時間に

関する規定に関わらず、フレックス勤務体制を

適用しています。また、専門的な業務に従事す

る従業員については、裁量労働制を適用しています。男性の育児休業取得を支援しており、取

得人数だけでなく取得率も開示しています。2013 年度は 9 名（19.1％）が取得しました。 

 

男性の育児休業取得者 

トッパン・フォームズ株式会社 
（7862、その他製品） 

女性管理職比率 
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 大阪ガスは、2014 年 3 月に「大阪ガスグループダイバーシティ推進方針」を策定しました。

同方針では、「大阪ガスグループは、新しい価値を生み出せる強靭な組織づくりを通じて企業

価値の向上を目指すために、ダイバーシティを推進します」としており、女性活躍推進を含む

多様な人材活躍支援に向けた取組を一層進めていくことを宣言しています。トップコミットメ

ントにおいても同様の内容を表明しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性登用を進めてきた結果、

女性管理職は 2004 年の 0.3%

から、2014 年 4 月には 2.2%に

まで向上しました。女性従業員

向けの研修、管理職向けの研修

や意識風土改革に取り組み、さ

らなる女性登用につなげてい

くこととしています。総合職採

用人数に占める女性比率 30％

以上の継続、及び 2020 年までに女性管理職比率を 5％にすることを目標としています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 職場以外で過ごす時間を確保することは、自己研鑽や

視野を広げる機会につながり、それが革新的なアイディ

アや業務改革を生み、変化に強い組織を作ると考えてい

ます。そのため、短時間で成果を上げる「スマートワー

ク」を推進しています。 具体的には、所定外時間を対前

年度比 10％削減すること、有給休暇を前年度並みの取得

実績とすることを目標に掲げています。 

 

 

大阪ガス株式会社 
（9532、電気・ガス業） 

女性の活躍推進に向けた取り組み 
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持続的に発展していくためには、年齢、性別、国籍、身体の状態など、背景の異なる社員一

人ひとりが多種多様な視点を持ち寄り、その力を最大限に発揮し、組織として最大価値を創出

する、多様性を生かす組織づくり（＝ダイバーシティマネジメント）の推進が必須であると考

えています。東京急行電鉄では女性を対象としているビジネスが多いにもかかわらず、女性従

業員の絶対数が不足しているとの問題意識を持っており、ダイバーシティマネジメントの中で

も、女性活躍推進を重要な課題と捉えています。女性を含む多様な人材の活躍を支援するため、

2014 年 10 月、人事開発部内に「ダイバーシティ・キャリア開発課」を設置しました。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2014 年 4 月時点の女性管理職比率

は 4.2％と、2012 年度の 3.9％から向

上しています。女性登用を促進し、

「2020 年度までに、2014 年度と比較

して女性管理職倍増」という目標を掲

げています。 

 2014 年 11 月 5 日、グループの女性

管理職、女性管理職の上長および人事

担当役員を対象に、ネットワーク構築、

経営戦略としてのダイバーシティの理

解促進を目的として「東急グループ女

性管理職フォーラム」を開催しました。

また、2014 年度から、新任管理職向け

に多様性受容研修を開始しました。今後は全管理職に拡大していく予定です。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

勤務時間の柔軟性を高めるために、出社時間を 7 時 30 分から 10 時 30 分まで 30 分毎に選

択して出社することができる「スライド勤務」を導入しています。また、2013 年度の有給休暇

取得率は 86.7％と、全産業や運輸業と比較して高水準となっています。 

 

東京急行電鉄株式会社 
（9005、陸運業） 
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 日本郵船は、2001 年には「総

合職・一般職」といった職種区

分を廃止し、人事制度を一本化

し、男女の区別なく活躍できる

制度・環境づくりを進めてきま

した。国内外グループ各社の多

様な人材を、グローバルなフィ

ールドでたゆみなく育成する

ことを掲げた「HR（Human Resources）理念」を 2005 年に策定し、女性を含む多様な人材の

活躍を支援しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2013 年度の女性管理職は

25 名（グループ長 2 名、チ

ーム長以上 23 名）、13.4%

（グループ長比率は 5.4%）

です。役員については、女性

取締役比率は 7.7%、女性執行役員比率は 5.0%となっています。多様な人材の活躍を推進する

ため、2013 年度より「キャリア業務室」を設置し、さまざまな推進策を検討・実施しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 ワークライフバランスの推進に向けて、ワークライフバランス推進委員会が中心となり、時

間外労働や休暇取得日数の全社／部署毎のモニタリングのほか、残業が多い部署・社員・上長

へのヒアリングや、早帰りを推奨する館内放送、会議のスリム化などを実施しています。また、

配偶者が国内・海外転勤の際、最長 3 年間まで休業可能な制度を導入しています。 

 

 

日本郵船株式会社 
（9101、海運業） 
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 日本航空では、グループがさらに発展していくために、これまで以上に女性が活躍する領域

を拡大し、女性が能力を発揮できる企業となることが不可欠であり、また、女性の視点を積極

的に事業運営に取り組むことが新たな企業価値の創造につながるという認識の下、経営戦略と

して女性の活躍推進に注力しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 同社では、女性のキャリア促進に関して、あくまで実力主義による登用を前提としたうえで、

2023 年度末までにグループの女性管理職比率を 20％（2013 年度末時点で約 14％）、日本航空

における課長職以上に占める女性の比率を 15％以上（2013 年度末時点で約 10％）にすること

目指すことを宣言しています。経営幹部層への女性の登用も進んでおり、取締役 10 人中 2 名

が女性であり、うち 1 名は社内取締役であるほか、取締役兼務者を除く執行役員 26 人中 2 名

が女性となっています。階層別研修において多様性の意義や柔軟な働き方に関するセッション

を盛り込むことで、女性をはじめとする多様な人材が活躍することができる職場環境の整備と

風土の醸成に取り組んでいます。 

 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立支援に関しては、業務効率化を通じて、女性だけでなく全社員のワーク・

ライフ・バランスを推進しており、男女ともに働き方の柔軟性を高めています。具体的な取組

の例としては、2014 年度より、グループ約 4,000 人の普通勤務部門を中心として、週 1 回の

在宅勤務制度を導入しています。さらに、フルタイム勤務であっても、16 時に終業できるよう、

1 日単位で勤務時間を変更できる制度を導入しています。 

 

 

日本航空株式会社 
（9201、空運業） 
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 企業行動規範「KDDI フィロソフィ」の第 1 章「目指す姿」の 1 項に「ダイバーシティが基

本」を掲げ、性別・年齢・国籍・障がいの有無・信仰など、多種多様な個性や価値観をお互い

が尊重し、理解しあうことが、会社の持続的な成長に不可欠であると明記し、女性を含む多様

な人材の活躍支援に取り組んでいます。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2007 年に、女性社員の活躍を推進するため社長直轄の社内横断

プロジェクト「Win-K (ウィンク)」を発足し、女性従業員向け研修

や管理職の意識改革など、女性登用を支援するための様々な活動を

行っています。2012 年度からは女性リーダーの育成に注力し、2015

年度に組織のリーダー職で人事評価権限を持つライン長に女性 90

名 (女性ライン長比率 7%) 登用することを目標としました。2014 年 4 月時点では、女性ライ

ン長 52 名（4.3％）、女性管理職 139 名（3.5％）となっています。女性ライン長を育成す

るため、女性ライン長登用プログラムを開始し、職場育成、集合研修、勉強会などのプログラ

ムを実施し、集合研修では、社長をはじめとした経営層がラウンドテーブルに参加し、受講者

のプレゼンテーションに対する講評を行っています。また、現職の女性ライン長に対し、本部

長によるメンター制度を実施しました。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 長時間労働削減に向

けて、ノー残業デーの促

進に注力しています。毎

週水曜日をノー残業デーに設定し、特に第 2・3 水曜日は強化日として原則、残業を禁止して

います。さらに、ノー残業デーの部門別実施率をイントラネットで開示し、社内啓発に努めて

います。また、勤務場所や時間の柔軟性を高めるため、テレワーク勤務制度や、業務量に応じ

て 1 カ月および 3 カ月単位の所定労働時間を変更できる「変形労働時間制」を導入しています。

平均残業時間や有給休暇取得率の開示も行っています。 

 

 

KDDI株式会社 
（9433、情報・通信業） 

Win-K ロゴマーク 
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 SCSK は、社員一人ひとりの多様な個性

や価値観を組織の力に変え、能力を最大限

発揮できる職場環境をつくるために、女性

を含む多様な人材の活躍を支援していま

す。女性活躍推進については、2006 年に女

性活躍プロジェクトを発足、2012 年にはダ

イバーシティ推進課を設置し、毎年様々な

取組を展開しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2014 年 4 月 1 日現在、女性役員および

ライン管理職は 43 人、比率は 4.6%で、

女性執行役員比率 3.0%、女性部長比率

2.2%、女性課長級比率 7.9%となっていま

す。今後は、きめ細かな研修を通じて、

更なる登用を目指します。具体的には、

女性役員およびライン管理職を 2018 年

に 100 人にするという目標を設定しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

「働きやすい、やりがいのある会社」を目指し、2013 年 4 月から「スマートワーク・チャ

レンジ 20」という取組を開始しています。「年次有給休暇取得日数 20 日（当年度付与日数の

100％消化）」と「平均月間残業時間数 20 時間」を目標とし、低減された残業代を全額原資と

し、目標の達成度合い（＝働き方の改善度合い）に応じて、社員に還元するインセンティブ制

度を導入しています。また、2014 年 4 月からは所定就業時間を 10 分短縮するなど、更なる労

働環境の改善に取り組んでいます。 

 

SCSK 株式会社 
（9719、情報・通信業） 
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 「多様な個が活躍する強い丸紅グループ」

を目指す姿とし、ダイバーシティ・マネジ

メントを推進しています。ダイバーシテ

ィ・マネジメントの一環として、女性活躍

推進に取り組んでいます。また、多様なバ

ックグラウンドを持つ社員が成果を創出す

るインフラとして、ワーク・ライフ・バラ

ンスの推進を位置づけています。経営層、

ライン長、社員がダイバーシティ・マネジ

メント強化に向けて取り組むことを明文化

しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 女性取締役比率は 8.3％です。今後、女性管理職登用に向けて、女性社員向けだけでなく、

上長向けの研修を実施しています。例えば、入社 4 年目の女性社員に対しては、少人数でのグ

ループセッションを通じ、今後のライフイベントも見据え、残りの育成期間で何を意識し、経

験すべきかを考える機会を提供します。上長向けの研修では、多様な部下のマネジメントおよ

びキャリア形成支援のポイントを理解することを促しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 ワーク・ライフ・バランスについては、

会社と社員双方がキャリアの段階やラ

イフステージに応じて働く環境を整え

ることで、社員 1 人 1 人の中長期的な会

社への貢献が最大化されると捉えてい

ます。社員が質の高い成果を生み出すこ

とを目的に、時間外勤務削減や休暇取得

を推進する「メリハリワーク推進プログ

ラム」を実践しています。 

 

丸紅株式会社 
（8002、卸売業） 
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 性別や国籍など、多様な価値観やバッ

クグラウンド、そしてさまざまな考え方

やライフスタイルを持つ人材がお互いを

理解し、認め合い、切磋琢磨することで、

新しい価値創造を実現する企業へと変革

していくことを目指し、ダイバーシテ

ィ・マネジメントを推進しています。中

でも、女性の活躍推進をダイバーシテ

ィ・マネジメントの重要課題と捉えています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 現在、2 名の役員を登用しており、女性取締役比率

は 7.7％、女性監査役比率は 20％です。女性管理職は

76 名、2.3%（2014 年 7 月）と着実に増えてきており、

2015 年にはほぼ倍増、2020 年ごろまでには現在の 3

倍以上を目指しています。女性の登用を進めるため、

専任組織として人事総務部グローバル・ダイバーシテ

ィ室を 2011 年に設置しました。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 長時間労働を削減するため、管理職向

けに「労働時間ハンドブック」を配布し、

研修を通じて適正な時間管理について

周知・指導を行っています。男性の育児

休業の取得を支援しており、2007 年以

降、毎年取得実績があります。2013 年

は女性 46 名に対し、男性 3 名が取得し

ました。 

 

 

三井物産株式会社 
（8031、卸売業） 

年度

男性 女性 男性 女性

2005年 0 23 13 68 50

2006年 0 24 15 63 46

2007年 3 32 18 64 88

2008年 5 40 21 66 90

2009年 1 35 19 90 91

2010年 3 36 30 83 96

2011年 6 40 46 96 98

2012年 4 34 35 101 69

2013年 3 46 35 106 74

育児休業 子どもの看護休暇 出産

付添休暇

女性管理職人数 
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 ローソンは、ダイバーシティが企業の成長にとって不可欠な要素であるという認識の下、ダ

イバーシティを積極的に推進しており、その一環として女性活躍を推進しています。女性や外

国籍の社員を含めた全社員がもっている能力と可能性を最大限に活かすことによって、新たな

イノベーションを生み出し、企業価値の向上を図るという考え方が、「ダイバーシティポリシ

ー」においても示されています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2013 年時点で 3 名の女性が役員に就任するなど、女性人材の登用が進んでいます。更なる

女性の登用拡大に向けて、2020 年度に女性管理職比率 30％という意欲的な数値目標を掲げて

います。具体的な施策としては、女性社員向けに、独自の教育部門である「ローソン大学」に

おいて、女性社員限定の幹部候補養成研修を行うとともに、経営幹部と女性社員が直接コミュ

ニケーションする機会を設けて意識啓発を行っています。さらに、男女問わず管理職層に対し

ても「ダイバーシティ研修」を実施し、多様な働き方等について理解ある職場づくりを進めて

います。 

 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立サポートについては、男性従業員による育児休職の取得促進を目指し、「イ

クメンキャンペーン」を実施しています。配偶者が転勤により引っ越しが必要となった場合、

仕事を継続するために、配偶者と同地区へと異動することができる「帯同転勤」制度も整備し

ています。有給休暇取得率、月間平均残業時間、男女別の平均勤続年数などワーク・ライフ・

バランスに関連する各種実績データについては丁寧に情報開示が行われています。 

 

 

株式会社ローソン 

（2651、小売業） 
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 ユナイテッドアローズは、「従業員価値の創造」に向けた行動指針の一つに、「いきいきと働

ける職場」を掲げています。そこでは、『従業員それぞれの個性や能力の多様性を認め、相互

に尊重・信頼し、チームワークを大事にしながら、「経営理念」の実現を目指して共につき進

んでいく集団です。従業員がいきいきと働けるための人事施策は、夢、やりがい、プロフェッ

ショナリズム、情熱、目標、活力、成長実感、幸福感、働く意味や価値観を持てるものでなけ

ればならないと考えています。』と、多様な価値観を大事にすることが謳われています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2013 年度末の時点で女性管理

職（店長以上、部下を持つ職務以

上の者）比率が 36.6％と高い水準

となっています。より高位の役職

についても、取締役を兼務してい

ない執行役員 11名中女性が 1名就

任している他、監査役についても 3

名の 1 名が女性となっています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートに

ついて 

 従業員の月平均残業時間、平均

有給休暇取得率、男女別の平均勤

続年数などの各種実績データにつ

いて、経年変化を詳らかに情報開

示しています。 

 

 

株式会社ユナイテッドアローズ 
（7606、小売業） 
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 りそなホールディングスでは、「りそなグル

ープ経営戦略」における基本戦略の一つとし

て「りそなスタイルの追求」を掲げており、

変革と競争力を支える“礎”を築くための施策

の一つとして「ダイバーシティマネジメント」

を推進する方針を掲げています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 同社は、女性のキャリア促進に向けて、2020

年度末までに女性ライン管理職層比率（部下のいるマネージャー以上の職層に女性が占める比

率）を 30％とする数値目標を宣言しています。足元でも、女性ライン管理職層比率の水準は高

く、2014 年 9 月末時点で 21％となっています。女性社外取締役も 2 名就任しています（2014

年 6 月時点）。 

 女性のキャリア促進に関する具体的な取組については、2011 年に新設された「ダイバーシテ

ィ推進室」が中心となって施策を展開しています。また、女性従業員の声を経営に反映させる

ことを目的に、2005 年、経営直轄の諮問機関として「りそなウーマンズカウンシル」を発足さ

せており、これまでに「メンタリング制度」「女性リーダー研修」「ネットワーキングセミナー」

「異業種交流会」などを実施し、女性従業員のキャリア意識の醸成を図っています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立サポートに関しては、前述の「りそなウーマンズカウンシル」を通じて様々

な施策を実現しており、一例として変形労働時間を導入しています。平均勤続年数や、平均有

給休暇取得日数等の各種データも詳らかに情報開示が行われています。 

 

 

株式会社りそなホールディングス 
（8308、銀行業） 
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金融機関にとって最大の経営資源は人材であり、多様

な人材が、性別や国籍にかかわらず能力を発揮できる組

織をつくることこそが、競争力の源泉であるとし、女性

活躍推進を含むダイバーシティの推進は成長戦略その

ものであると捉えています。2014 年度からスタートし

た新しい中期経営計画の中で、経営目標を実現するため

の重要な「経営インフラ」として、ダイバーシティ推進

を掲げました。全社的な取組にするためには、トップの

コミットメントが重要であるとし、頭取を委員長とする

ダイバーシティ推進委員会を設立しました。ダイバーシ

ティの中でも、女性活躍推進を重要な課題であるとしています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2014 年 10 月末の女性管理職比率は 12.08％、女

性管理職(部長職)比率は 4.2％、2014 年 6 月末の女

性執行役員比率は 1.61％です（三井住友銀行単体）。

今後は、2020 年度末までに女性管理職比率を 20%

にすることを目標にしています。女性の登用を進め

るため、女性管理職向けリーダーシップ研修やメン

ター制度に加え、管理職の評価の 1 つに女性活躍推

進を含むダイバーシティの取組を入れています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 総労働時間削減に向けて、各部店における日々の最終退行目標時刻の設定、毎年 1 月・7 月・

8 月に定時退出を目標とする「Value Up キャンペーン」などを実施しています。また、男性従

業員の育児参加を支援しており、短期育児休業制度（子どもが 1 歳 6 ヶ月に達するまでの間で、

10 営業日まで取得できる有給休業）を設けています。2013 年度の男性短期育児休業取得率は

3.7%でした。 

 

株式会社三井住友フィナンシャルグループ 
（8316、銀行業） 

● 頭取を委員長とするダイバーシティ推進委員会新設

● 中期経営計画でダイバーシティ推進を位置付け、

2020年度末までに女性管理職比率20％を目指す

● 中堅女性対象のメンター制度導入

● 異業種合同営業女性プロジェクト開始

● 部店長向けダイバーシティマネジメントセミナー開始

● 育休職場復帰者向け研修開始

● SMFG合同 若手･中堅女性向け

キャリアフォーラム開催

● 管理職･中堅女性を対象としたWomen 's Leader研修開始

● SMFGが東京証券取引所「なでしこ銘柄」に選定

● 育休中にやるべきこと(保活など)を

まとめたキャリア形成ハンドブック

『ママキャリガイド』作成

● 女性従業員向けロールモデルブック『My Story』作成
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 グループ企業理念の 1 つは「人材の重視」であり、競争力の源泉は人材だと考えています。

「社員一人ひとりの創造性を重視し、チャレンジ精神溢れる自由闊達な社風を育み、社員の能

力、貢献を正しく評価する。」という考えの下で、女性の活躍を支援しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 グループ経営に多様な

視点を取り入れるため、女

性の登用に積極的に取り

組んでいます。大和証券グ

ループ本社では取締役・執

行役に女性 2 名を登用し

ており（うち、社内取締役

は 1 名）、女性取締役比率

は 15.4％です。グループ全体での女性管理職比率は 6.3％、大和証券では 7.5％です。女性の登

用をさらに促進するため、女性従業員を対象とした「女性キャリア支援研修」を実施していま

す。さらに、管理職向け研修や階層別の各種研修においても、女性活躍やワーク・ライフ・バ

ランスに関する研修を行っています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 「高次元のワーク・ライフ・バランスの実現」を目

標とし、仕事と生活の調和の取れた働き方の追求と、

男女ともに多様な働き方ができる職場環境の充実を目

指しています。19 時前退社を励行しており、労働時間

に関するデータを開示しています。また、勤務場所の

柔軟性を高めるため、結婚や配偶者の転勤により転居

が必要な場合に、転居先で就労場所を提供する勤務地

変更制度を導入しています。全従業員のワーク・ライ

フ・バランスを推進するため、社内ホームページを設

けています。 

 

 

株式会社大和証券グループ本社 
（8601、証券､商品先物取引業） 

ワーク・ライフ・バランス推進サイト 

http://www.daiwa-grp.jp/
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 第一生命保険は、「いちばん、人を考える

会社になる。」をグループビジョンとしてい

ます。新しい価値を創造していくためには、

多様な「人財」の活躍が必須であり、そのた

めには「多様性（ダイバーシティ）」をお互

いに「受容（インクルージョン）」すること

が重要であるとしています。同社のダイバー

シティ&インクルージョン施策の中に、女性

の活躍推進、ワーク・ライフ・バランスの推進が位置づけられています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2013 年度の女性管理職比率は

18.4％、女性取締役比率は 7.7％です。

女性の登用を促進するため、2013-15 年

度中期経営計画 Action D においては、グ

ループ人財価値（Diversity）の向上を 4

つの基本戦略の柱の 1 つとし、「指導的地位に占める女性割合の拡大（課長相当職に占める女

性の割合を、2016 年度始 20％以上へ）」という目標を掲げています。この目標に向け、「従来

主に事務・サポート業務に就いてきたエリア型内勤職員の職務の多様化、行動の高度化」と「生

涯設計デザイナー（営業職員）の活躍フィールドの拡大」に取り組んでいます。特に、キャリ

アアップを目指す女性職員を応援する研修プログラムを多数有しており、必要な知識やスキル

の獲得及びモチベーションや意識の向上を目的とした研修を実施しています。そのほか、部

長・ライン課長の評価項目に女性リーダー育成に向けた取組の設定を必須とし、比重の引き上

げを行いました。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 ワーク・ライフ・バランスを促進するため、ファミリーフレンドリー制度の充実と、ワーク

スタイルの変革に取り組んでいます。総労働時間削減に向けた取組の他、柔軟な勤務体系整備

の一環として、在宅勤務制度を導入しています。また、男性の育児休業取得を支援しており、

2013 年度の取得率は、内勤職員・営業職員合わせて 43.8%と、2011 年度の 27.8%から大きく

向上しました。 

 

第一生命保険株式会社 
（8750、保険業） 

女性従業員向けの取り組み 
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 NTT 都市開発では、「働き方」や「人材」の

多様性に着目した多様な人材を活かす経営戦

略の一環として、女性活躍推進を含むダイバー

シティ・マネジメントをグループ全体で推進し

ています。2013 年 12 月に、NTT グループは

「女性管理者倍増計画」を公表し、NTT 都市

開発を含むグループ各社が 2020年度までに国

内の女性管理者（課長相当職以上）比率倍増を

目指すとしました。 

 

■女性のキャリア促進について 

上記「女性管理者倍増計画」の中で、グループ全体の女性管理職比率を 2012 年度末の 2.9％

から 2020 年度には 6.0％までに向上するとしています。NTT 都市開発の女性管理職比率は

4.2%、女性監査役比率は 25%です。女性活躍等を推進するため、ダイバーシティ推進室を設

置しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

社員一人ひとりのワーク・ライフ・バ

ランスを尊重し、仕事と生活のバランス

が取れたライフスタイルの実現に向け

て、様々な取組を行っています。総労働

時間短縮のため、時間外労働の自粛日（毎週水・金曜日、給与等支給日）を設定しています。

年次有給休暇の取得率は、管理者等を除くとほぼ 100%です。 

 

  

NTT グループ「女性管理者倍増計画」 

多様性を尊重した職場づくりの取り組み 

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 
（8933、不動産業） 
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ノバレーゼは、顧客から広く支持されるブライダルサービスを提供し、事業を発展させてい

くためには女性従業員の活躍が必要不可欠であるという考え方に基づいて、出産や育児などの

ライフステージに合わせて仕事と家庭を両立していくことが出来る環境整備を進めるととも

に、採用・昇進において性別に関係なく実力に応じた評価を行っています。同社のホームペー

ジに掲載されている「代表挨拶」においても、人材の重要性が強調されており、スタッフがさ

らに働きがいを持てる環境をつくり続けていくことが宣言されています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 2014 年 6 月末時点において既に、課長職に占める女性比率は 52.2％、部長職に占める女性

比率は 33.3%（調理専門職を除く）と高い水準にありますが、引き続き、更なる職場環境の整

備を通じて、部長職に占める女性比率を高めていく方針であることを明らかにしています。女

性取締役は 1 名で、女性取締役比率は 20％となっています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

仕事と家庭の両立サポートに関連する取組に関しては、全従業員の有給休暇取得率 100％ を

管理職者に義務付ける取組を開始しています。各部門長が従業員の休暇希望日を事前に調査

し、休暇取得のスケジュールを策定する取組を 2014 年下期から試験的に開始した結果、上期

の有給休暇取得率が 21.6%だったのに対し、下期は倍の 43.5%まで向上しました。その他、

ライフステージに合わせて正社員のまま勤務時間を調整する「フレックスキャリア制度」や、

希望に応じて勤務エリアを限定する「勤務エリア限定制度」（適用の有無について変更が可能）

も整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ノバレーゼ 
（2128、サービス業） 
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保育事業を展開する JP ホールディングスは、女性の活躍を当然の事と捉え、女性が働きや

すい環境づくりのため出産・育児に対応した勤務制度等を構築しています。社内の女性活躍推

進に留まらず、社会全体の働く女性を応援する企業となることを目指しています。 

 

■女性のキャリア促進について 

 同社の女性登用に関しては足元で既に高い水準となっており、役員における女性取締役比率

は 37.5%、女性管理職比率は 60%となっています（2014 年時点）。今後、更なる女性登用を図

るため、女性役員比率や管理職比率が、従業員における男女比と同等の水準になることを目指

すことを宣言しています。 

 

■仕事と家庭との両立サポートについて 

 仕事と家庭の両立に関しては、女性従業員の産休・育休取得だけでなく男性従業員による育

児休業取得に向けて積極的に働きかけを行い、男性であっても育児休業を取得しやすい雰囲気

の醸成に努めています。2014 年時点において男性による育児休業の取得実績を有しており、そ

の人数の開示が行われています。労働時間の適正化に向けては、残業時間の削減や年間休日を

114 日から 125 日に増やすなどの取組が行われています。 

 

  

株式会社 JP ホールディングス 
（2749、サービス業） 
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8. 直近において女性登用を拡大させている企業 
 

「「なでしこ銘柄」に関する女性活躍状況アンケート」では、情報を開示しているか否か

に関わらず、一年間に新たに管理職員登用された人数に占める女性の割合や、女性管理職

比率の水準について調査を行っています。 

有効回答が得られた企業について、平成 23 年度と平成 25 年度における新規登用管理職

に占める女性比率、及び女性管理職比率を比較した結果、両方の指標において値が上昇し

ていることが確認されました。中でも、新規登用管理職に占める女性比率の平均値につい

ては、平成 25 年度に 10％台に達しており、今後、管理職全体に占める女性割合（女性管理

職比率）も、一層高まっていくことが期待されます。 

 

 

図表 6 女性人材の登用状況（平成 23 年度と平成 25 年度の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）表の数字は、アンケート回答に基づくものであり、サンプル数は 284 である。 

 

 

 次の図表は、平成 25 年度における新規登用管理職に占める女性比率の分布を示したもの

です。アンケートの有効回答企業 284 社のうち、当該比率が 30％を上回っている企業は約

8.4％となっています。これらの企業は、アンケート回答企業の中でも、足元で女性人材の

登用を特に加速させている企業といえるでしょう。30%を上回っている企業のうち、社名

の公表について同意のあった企業の一覧はつぎのとおりです。 

 

 

 

 

8.4% 

5.5% 

10.4% 

6.7% 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%
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図表 7 新規登用管理職に占める女性比率（平成 25 年度）の分布 

 

 

（注）表の数字は、アンケート回答に基づくものであり、サンプル数は 284 である。 

 

 

 

■ 新規登用管理職に占める女性比率が平成25年度において30％を上回っている企業のう

ち、社名の公表に同意のあった企業（業種順、業種内では銘柄コード順） 

銘柄コード 企業名 業種 

3591 株式会社ワコールホールディングス 繊維製品 

4911 株式会社資生堂 化学 

3660 株式会社アイスタイル 情報・通信業 

8058 三菱商事株式会社 卸売業 

2792 株式会社ハニーズ 小売業 

3099 株式会社三越伊勢丹ホールディングス 小売業 

3396 株式会社フェリシモ 小売業 

7606 株式会社ユナイテッドアローズ 小売業 

9843 株式会社ニトリホールディングス 小売業 

8303 株式会社新生銀行 銀行業 

8306 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 

8308 株式会社りそなホールディングス 銀行業 

8346 株式会社東邦銀行 銀行業 

8411 株式会社みずほフィナンシャルグループ 銀行業 

8.4% 

2.8% 

5.3% 

8.1% 

10.5% 

21.8% 

43.2% 

30%以上 

25%以上30%未満 

20%以上25%未満 

15%以上20%未満 

10%以上15%未満 

5%以上10%未満 

0%以上5%未満 
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8616 東海東京フィナンシャル・ホールディングス株

式会社 

証券､商品先物取引業 

8622 水戸証券株式会社 証券､商品先物取引業 

8715 アニコム ホールディングス株式会社 保険業 

2128 株式会社ノバレーゼ サービス業 

2309 シミックホールディングス株式会社 サービス業 

2398 株式会社ツクイ サービス業 

2491 バリューコマース株式会社 サービス業 

9783 株式会社ベネッセホールディングス サービス業 
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参考① インデックスの試算 
 

 東証 33 業種毎に、女性活躍に関するスコアが高い順に 1 社～2 社（業種別社数が全業種

平均社数以上の業種では 2 社選定し、合計 44 銘柄）を選定し、指数を試算しました。参考

として TOPIX の推移と比較しています（比較のため、平成 21 年 4 月 1 日の終値を 100 と

したときの推移として平成 26 年 12 月末までグラフを作成しています。）。 

 

 
(注 1) 超過収益率は、平成 21 年 4 月 1 日を基準とした 44 銘柄の指数の収益率から、同期間の TOPIX の

収益率を引いて計算している。 

(注 2) 通常の株価指数と異なり、スコアの変更等の状況を考慮していないため、通常の指数の推移と異な
る可能性がある。 
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参考② アンケート回答企業一覧 
 

アンケートに回答のあった 317 社のうち、社名の公表に同意のあった 285 社の企業名を

掲載しています（「株式会社」は省略しています）。 

なお、「なでしこ銘柄」の選定においては、企業における女性活躍推進の状況に関する情

報開示を促進する観点から、アンケートの回答の有無や回答内容にかかわらず、調査期間

において企業が開示していた情報のみに基づいてスコアリングを行っています。 

 

水産･農林業 

1333 ﾏﾙﾊﾆﾁﾛ     

鉱業 

1605 国際石油開発帝石 1662 石油資源開発   

建設業 

1722 ﾐｻﾜﾎｰﾑ 1801 大成建設 1802 大林組 

1820 西松建設 1824 前田建設工業 1860 戸田建設 

1878 大東建託 1911 住友林業 1924 ﾊﾟﾅﾎｰﾑ 

1925 大和ﾊｳｽ工業 1928 積水ﾊｳｽ 1951 協和ｴｸｼｵ 

食料品 

2001 日本製粉 2229 ｶﾙﾋﾞｰ 2270 雪印ﾒｸﾞﾐﾙｸ 

2501 ｻｯﾎﾟﾛﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 2502 ｱｻﾋｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 2503 ｷﾘﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

2580 ｺｶ･ｺｰﾗｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 2607 不二製油 2802 味の素 

2810 ﾊｳｽ食品ｸﾞﾙｰﾌﾟ本社 2914 日本たばこ産業   

繊維製品 

3401 帝人 3402 東ﾚ 3591 ﾜｺｰﾙﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

8016 ｵﾝﾜｰﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ     

ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙 

3861 王子ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 3880 大王製紙 3941 ﾚﾝｺﾞｰ 

化学 

4063 信越化学工業 4183 三井化学 4188 三菱ｹﾐｶﾙﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

4204 積水化学工業 4208 宇部興産 4217 日立化成 

4272 日本化薬 4452 花王 4471 三洋化成工業 

4631 DIC 4911 資生堂 4912 ﾗｲｵﾝ 

4914 高砂香料工業 4927 ﾎﾟｰﾗ･ｵﾙﾋﾞｽﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ   

医薬品 

4151 協和発酵ｷﾘﾝ 4502 武田薬品工業 4503 ｱｽﾃﾗｽ製薬 

4508 田辺三菱製薬 4516 日本新薬 4519 中外製薬 

4523 ｴｰｻﾞｲ 4539 日本ｹﾐﾌｧ 4540 ﾂﾑﾗ 

4568 第一三共 4578 大塚ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ   

石油･石炭製品 
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5020 JX ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ     

ｺﾞﾑ製品 

5101 横浜ｺﾞﾑ 5105 東洋ｺﾞﾑ工業 5108 ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄﾝ 

5110 住友ｺﾞﾑ工業     

ｶﾞﾗｽ･土石製品 

5201 旭硝子 5233 太平洋ｾﾒﾝﾄ 5332 TOTO 

5352 黒崎播磨     

鉄鋼 

5406 神戸製鋼所 5411 ｼﾞｪｲ ｴﾌ ｲｰ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 5413 日新製鋼 

非鉄金属 

5702 大紀ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業所 5703 日本軽金属ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 5711 三菱ﾏﾃﾘｱﾙ 

5713 住友金属鉱山 5801 古河電気工業 5802 住友電気工業 

金属製品 

5938 LIXIL ｸﾞﾙｰﾌﾟ 5947 ﾘﾝﾅｲ   

機械 

6250 やまびこ 6301 小松製作所 6302 住友重機械工業 

6326 ｸﾎﾞﾀ 6361 荏原製作所 6367 ﾀﾞｲｷﾝ工業 

6407 CKD 6417 SANKYO 6457 ｸﾞﾛｰﾘｰ 

6460 ｾｶﾞｻﾐｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 6471 日本精工 6472 NTN 

7013 IHI     

電気機器 

6448 ﾌﾞﾗｻﾞｰ工業 6501 日立製作所 6502 東芝 

6503 三菱電機 6504 富士電機 6505 東洋電機製造 

6507 ｼﾝﾌｫﾆｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 6508 明電舎 6594 日本電産 

6630 ﾔｰﾏﾝ 6651 日東工業 6702 富士通 

6723 ﾙﾈｻｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 6724 ｾｲｺｰｴﾌﾟｿﾝ 6753 ｼｬｰﾌﾟ 

6756 日立国際電気 6758 ｿﾆｰ 6770 ｱﾙﾌﾟｽ電気 

6798 SMK 6801 東光 6810 日立ﾏｸｾﾙ 

6849 日本光電工業 6850 ﾁﾉｰ 6856 堀場製作所 

6857 ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｽﾄ 6859 ｴｽﾍﾟｯｸ 6925 ｳｼｵ電機 

6952 ｶｼｵ計算機 6963 ﾛｰﾑ 6976 太陽誘電 

7735 SCREEN ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 7751 ｷﾔﾉﾝ 7752 ﾘｺｰ 

輸送用機器 

6902 ﾃﾞﾝｿｰ 6995 東海理化電機製作所 7012 川崎重工業 

7201 日産自動車 7202 いすゞ自動車 7231 ﾄﾋﾟｰ工業 

7236 ﾃｨﾗﾄﾞ 7250 太平洋工業 7259 ｱｲｼﾝ精機 

7262 ﾀﾞｲﾊﾂ工業 7267 本田技研工業 7270 富士重工業 

7272 ﾔﾏﾊ発動機 7313 ﾃｲ･ｴｽ ﾃｯｸ   
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精密機器 

7731 ﾆｺﾝ 7733 ｵﾘﾝﾊﾟｽ   

その他製品 

7817 ﾊﾟﾗﾏｳﾝﾄﾍﾞｯﾄﾞﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 7862 ﾄｯﾊﾟﾝ･ﾌｫｰﾑｽﾞ 7911 凸版印刷 

7912 大日本印刷 7914 共同印刷 7915 日本写真印刷 

7956 ﾋﾟｼﾞｮﾝ 7972 ｲﾄｰｷ 7987 ﾅｶﾊﾞﾔｼ 

電気･ｶﾞｽ業 

9502 中部電力 9503 関西電力 9504 中国電力 

9531 東京瓦斯 9532 大阪瓦斯 9536 西部瓦斯 

陸運業 

9005 東京急行電鉄 9008 京王電鉄 9020 東日本旅客鉄道 

9024 西武ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 9025 鴻池運輸 9064 ﾔﾏﾄﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

9086 日立物流     

海運業 

9101 日本郵船 9107 川崎汽船   

空運業 

9201 日本航空 9202 ANA ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ   

倉庫･運輸関連業 

9358 宇徳     

情報･通信業 

1973 NEC ﾈｯﾂｴｽｱｲ 3630 電算ｼｽﾃﾑ 3640 電算 

3648 AGS 3660 ｱｲｽﾀｲﾙ 4283 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｼｽﾃﾑｽﾞ 

4307 野村総合研究所 4689 ﾔﾌｰ 4704 ﾄﾚﾝﾄﾞﾏｲｸﾛ 

4716 日本ｵﾗｸﾙ 7518 ﾈｯﾄﾜﾝｼｽﾃﾑｽﾞ 7595 ｱﾙｺﾞｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ 

8056 日本ﾕﾆｼｽ 9432 日本電信電話 9433 KDDI 

9435 光通信 9437 NTT ﾄﾞｺﾓ 9613 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ 

9719 SCSK 9889 JBCC ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

  卸売業 

2768 双日 3393 ｽﾀｰﾃｨｱ 7537 丸文 

8001 伊藤忠商事 8002 丸紅 8015 豊田通商 

8031 三井物産 8053 住友商事 8058 三菱商事 

8078 阪和興業 8088 岩谷産業 8133 伊藤忠ｴﾈｸｽ 

8136 ｻﾝﾘｵ 8142 ﾄｰﾎｰ 9830 ﾄﾗｽｺ中山 

9987 ｽｽﾞｹﾝ     

小売業 

2651 ﾛｰｿﾝ 2678 ｱｽｸﾙ 2792 ﾊﾆｰｽﾞ 

3099 三越伊勢丹ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 3382 ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 3396 ﾌｪﾘｼﾓ 

7606 ﾕﾅｲﾃｯﾄﾞｱﾛｰｽﾞ 8165 千趣会 8194 ﾗｲﾌｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 
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8233 高島屋 8248 ﾆｯｾﾝﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 8252 丸井ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

8267 ｲｵﾝ 8270 ﾕﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 8279 ﾔｵｺｰ 

9843 ﾆﾄﾘﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 9900 ｻｶﾞﾐﾁｪｰﾝ     

銀行業 

8303 新生銀行 8306 三菱 UFJ ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 8308 りそなﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

8316 三井住友ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 8327 西日本ｼﾃｨ銀行 8331 千葉銀行 

8339 東京都民銀行 8346 東邦銀行 8350 みちのく銀行 

8360 山梨中央銀行 8361 大垣共立銀行 8362 福井銀行 

8366 滋賀銀行 8369 京都銀行 8385 伊予銀行 

8386 百十四銀行 8411 みずほﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ 8537 大光銀行 

8542 ﾄﾏﾄ銀行 8544 京葉銀行   

証券､商品先物取引業 

8601 大和証券ｸﾞﾙｰﾌﾟ本社 8604 野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 8616 東海東京ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

8622 水戸証券 8624 いちよし証券   

保険業 

8630 損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜ﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

8715 ｱﾆｺﾑ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 8725 MS&AD ｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞ

ｨﾝｸﾞｽ 

8750 第一生命保険 8766 東京海上ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 8795 T&D ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

その他金融業 

8253 ｸﾚﾃﾞｨｾｿﾞﾝ 8424 芙蓉総合ﾘｰｽ 8425 興銀ﾘｰｽ 

8439 東京ｾﾝﾁｭﾘｰﾘｰｽ 8566 ﾘｺｰﾘｰｽ 8586 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ 

8591 ｵﾘｯｸｽ 8593 三菱 UFJ ﾘｰｽ 8697 日本取引所ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

不動産業 

3003 ﾋｭｰﾘｯｸ 3231 野村不動産ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 3289 東急不動産ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

8801 三井不動産 8803 平和不動産 8840 大京 

8860 ﾌｼﾞ住宅 8933 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ都市開発   

ｻｰﾋﾞｽ業 

2128 ﾉﾊﾞﾚｰｾﾞ 2169 CDS 2309 ｼﾐｯｸﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

2331 綜合警備保障 2378 ﾙﾈｻﾝｽ 2389 ｵﾌﾟﾄ 

2398 ﾂｸｲ 2491 ﾊﾞﾘｭｰｺﾏｰｽ 2749 JP ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

4290 ﾌﾟﾚｽﾃｰｼﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 4665 ﾀﾞｽｷﾝ 4745 東京個別指導学院 

9671 よみうりﾗﾝﾄﾞ 9715 ﾄﾗﾝｽ･ｺｽﾓｽ 9722 藤田観光 

9735 ｾｺﾑ 9783 ﾍﾞﾈｯｾﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ   
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ロゴマークについて 
 

■ 「なでしこ銘柄」 

株式会社 IRIS（※）の協力のもと、ロゴマークを作成しました。一つ一つの丸を人材に

見立て、多様な人材の活用によって、右肩上がりに成長していくイメージで、吹き出しに

より新たなオピニオンが生まれてくること

を表わしています。選定された企業の皆様

に活用して頂くなど、「新しい価値を生み出

し、創造する企業」のシンボルとして、認

知が広がることを期待しています。 

なお、「なでしこ銘柄」ロゴは、経済産業

省が平成 24 年度より開始した「ダイバーシ

ティ経営企業 100 選」の姉妹ブランドにな

っています。 

※株式会社 IRIS（http://www.iris-japan.com/） 

 

 

■ 経済産業省「ダイバーシティ経営企業 100 選」 

 経済産業省では、女性、外国人、高齢者、

障がい者等を含め、多様な人材を活用して、

イノベーションの創出、生産性の向上等の

成果を上げている企業を選定、表彰します。

「優れたダイバーシティ経営企業」として

選定された企業の取組をベストプラクティ

スとして、広く発信していきます。 

 ダイバーシティ経営企業 100 選

（http://www.diversity100sen.go.jp/） 

 

 

■ ＋ＹＯＵ 日本経済応援プロジェクトについて 

 マーケットから日本を元気に！ 

 東証では、皆さんにマーケットを通じて

もっと日本経済を身近に感じてもらうた

め、「＋YOU 日本経済応援プロジェクト」

を進めています。テーマ銘柄以外にも様々

な取組を行っていますので、+YOU 特設サ

イト（http://plusyou.tse.or.jp）に是非アクセ

スしてみてください。 

 

http://www.iris-japan.com/
http://www.diversity100sen.go.jp/
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Ⅱ 日本企業における女性活躍推進の現状 

 

 本章では、企業における女性活躍推進の現状の分析を行います。以下、主に、女性活躍

に関する一次スクリーニングを通過した企業の開示情報（以下、「開示データ」という。）

を用いますが、一部、「「なでしこ銘柄」に関する女性活躍状況アンケート」に対する回答

情報（以下、「回答データ」という。）を併せて使用しています。各々のデータの概要は次

のとおりです。 

開示データのサンプルは、平成 26 年 8 月末時点において東証一部に上場していた企業

のうち、「女性のキャリア促進」に関する実績（パフォーマンスデータ）を開示している

企業、すなわち女性活躍に関する一次スクリーニングを通過した 571社です。開示データ

の調査にあたっては、連結グループレベルでの開示情報を調査しています。ただし、連結

グループレベルでの開示が確認できない場合には、当該連結グループを代表する主要な企

業の開示情報を調査しています。 

回答データのサンプルは、平成 26 年 8 月末時点において東証一部に上場していた企業

のうち、アンケートに回答のあった 317社です。 

 回答データからは、情報が社外に開示されているかに関わらず、企業各社の女性活躍推

進の実態を把握することができます。一方、開示データからは、企業各社の女性活躍推進

の開示状況を把握することができます。 

データの種別 情報ソース サンプル数 

女性活躍推進の実態 「なでしこ銘柄」に関する女性活躍状況ア

ンケートの回答情報＝回答データ 

317社 

女性活躍推進の開示状況 女性活躍に関する一次スクリーニングを

通過した企業の開示情報＝開示データ 

571社 

 

 分析を行った項目は次のとおりです。項目 3から 8は女性活躍に関するスコアリング基

準に対応する項目であることから、主に開示データを用いて分析を行っています。  

分析項目 回答データ 開示データ 

1．競争力への影響 ●  

2．足元の課題 ●  

3．女性のキャリア促進－方針 ● ● 

4．女性のキャリア促進－取組  ● 

5．女性のキャリア促進－実績  ● 

6．仕事と家庭との両立サポート－方針  ● 

7．仕事と家庭との両立サポート－取組  ● 

8．仕事と家庭との両立サポート－実績  ● 

  



63 

 

 製造業・非製造業・金融業の業種区分については、次のとおり定義しています。 

製造業（16業種） 「食料品」、「繊維製品」、「パルプ・紙」、「化学」、「医薬品」、「石油・石

炭製品」、「ゴム製品」、「ガラス・土石製品」、「鉄鋼」、「非鉄金属」、「金

属製品」、「機械」、「電気機器」、「輸送用機器」、「精密機器」又は「その

他製品」のいずれかに該当する企業 

非製造業（13業種） 「水産・農林業」、「鉱業」、「建設業」、「電気・ガス業」、「陸運業」、「海

運業」、「空運業」、「倉庫・運輸関連業」、「情報・通信業」、「卸売業」、「小

売業」、「不動産業」又は「サービス業」のいずれかに該当する企業 

金融業（4業種） 「銀行業」、「証券、商品先物取引業」、「保険業」又は「その他金融業」

のいずれかに該当する企業 
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1. 競争力への影響 
 

 アンケート調査においては、女性活躍推進がどのように競争力に影響を与えているかに

ついての企業側の認識を調査しました。企業経営における女性活躍推進の意義及び競争力

に影響を与える要因の対応表は次のとおりです。 

 

図表 8  競争力に影響を与える要因 

企業経営における 

女性活躍推進の 4つの意義 

競争力に影響を与える要因 

多様な市場ニーズへの対応  組織として多様な能力・スキルを獲得することにな

り、新たなイノベーションが生まれることにつなが

る 

 社員の士気向上につながり、生産性の向上につなが

る 

 企業評判の向上につながる 

リスク管理能力や変化に対す

る適応力の向上 

 取締役会のガバナンスを改善する（取締役会の業務

監督機能や、業務執行機能が向上する） 

資本市場における評価の獲得、

長期・安定的な資金調達 

 安定的な資金調達につながる 

労働市場における評価の獲得、

優秀な人材の確保・維持 

 優秀な学生を採用することを可能とする 

 優秀な人材の離職を防ぐ 

  

アンケート回答企業に、競争力に影響を与える要因として、2つまで回答してもらった

ところ、「イノベーション創出」（44.3%）、「士気向上を通じた生産性向上（20.9%）」と回

答した企業が多く、多様な市場ニーズへの対応強化を通じて、女性活躍推進は競争力に影

響を与えるという考えを支持する企業が多いことが分かります。特に、「イノベーション

創出」（44.3%）と回答している企業の割合が突出している点は、注目されます。 

さらに、「優秀な学生の採用」（14.9%）、「優秀な人材の離職防止」（9.9%）といった労

働市場における評価の獲得、優秀な人材の確保・維持に影響すると考えている企業も一定

程度存在しています。特に、「優秀な学生の採用」という効果を狙うためには、企業は対

外的に情報開示を行う必要があるため、情報開示を促す動機の一つになっていると考えら

れます。 

 一方、「安定的な資金調達」と回答した企業は、全業種を通じて、1社もありませんでし

た。アンケートの回答選択が 2つまでという制約の下では、どうしても優先順位が後にな

ったものと考えられます。今後の日本の投資家への ESG投資の浸透により、どう変化す

るかが注目されます。 
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図表 9  競争力に影響を与える要因（2つまで選択回答） 

 

 

  

43.4% 

17.8% 

18.2% 

9.1% 

7.7% 

2.8% 

0.0% 

1.0% 

45.2% 

22.6% 

10.6% 

10.6% 

4.1% 

4.6% 

0.0% 

2.3% 

45.1% 

26.8% 

14.6% 

11.0% 

0.0% 

2.4% 

0.0% 

0.0% 

44.3% 

20.9% 

14.9% 

9.9% 

5.3% 

3.4% 

0.0% 

1.4% 

イノベーション創出 

士気向上を通じた生産性向上 

優秀な学生の採用 

優秀な人材の離職防止 

企業評判の向上 

取締役会のガバナンス改善 

安定的な資金調達 

その他 

製造業 

非製造業 

金融業 

全業種 
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2. 足元の課題 
 

 アンケート調査においては、女性活躍推進に向けた足元の課題について企業側の認識を

調査しました。その結果、「女性管理職候補者の不足」（32.9%）、「女性のキャリア意識不

足」（21.7%）、「男性管理職による理解不足」（16.7%）を課題として挙げた企業が多く、

「トップによる理解不足」（1.2%）を挙げた企業はごくわずかでした。 

業種別でみると、「女性管理職候補者の不足」を課題と挙げている企業の割合は製造業

で最も多く、「女性のキャリア意識不足」を課題と挙げているのは金融業が最も多くなっ

ています。 

 

図表 10  足元の課題（2つまで選択回答） 

 

 

その他の自由記述回答においては、製造業である電気機器業種で、女性の絶対数が少な

い旨の回答が複数あったことから、採用時点における女性人材の獲得が製造業における大

きな課題の一つといえます。 

 課題解決に向けた取組についても調査したところ、意識改革、研修、労働時間削減など

の取組に加えて、社内公募や FA制度等を活用した女性の少ない職種への転換・異動の促

34.6% 

19.6% 

20.3% 

13.3% 

5.2% 

0.7% 

0.7% 

5.6% 

31.2% 

20.6% 

13.3% 

17.4% 

8.3% 

2.3% 

2.3% 

4.6% 

31.2% 

32.5% 

13.0% 

13.0% 

2.6% 

1.3% 

0.0% 

6.5% 

32.9% 

21.7% 

16.7% 

14.8% 

6.0% 

1.4% 

1.2% 

5.3% 

女性管理職候補者の不足 

女性のキャリア意識不足 

男性管理職による理解不足 

長時間労働 

柔軟な勤務制度の不足 

人事評価の見直し 

トップによる理解不足 

その他 

製造業 

非製造業 

金融業 

全業種 
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進、「前倒し」のキャリア形成、新卒採用における原則男女同数採用の実施、採用・昇格

時に女性候補を必ず考慮など、より実効性を伴うと考えられる取組も挙げられています。 
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3. 女性キャリア促進－方針 
 

女性など多様な人材活躍に向けた方針を開示している企業は一次スクリーニングを通

過した企業の約 19.4%、数値目標を開示している企業は約 15.6%にとどまっています。 

 

女性キャリア促進に向けた方針・目標策定の開示状況 

女性など多様な人材活躍に向けた方針の開示比率は、一次スクリーニングを通過

した企業のうち全業種で約 19.4％となっています。製造業における開示比率がやや

高く約 24.6％となっているのに対し、非製造業では約 13.2％にとどまっています。 

 

図表 11  女性など多様な人材活躍促進に向けた方針の開示状況 

 

 

 女性のキャリア促進に向けた数値目標の開示状況については、女性管理職や女性

役員の登用に関して数値目標を設定し、開示している場合を対象として集計を行っ

ています。管理職もしくは役員の数値目標の開示比率は、一次スクリーニングを通

過した企業のうち全業種で約 15.6％となっています。 

 

 

方針の内容は企業によって様々ですが、何を目的として女性活躍推進を実践しているの

か、その結果として企業経営にどのような効果を期待しているのかを明確に記述している

方針は、女性活躍の意義を社内外により強く伝えることができると考えられます。特に、

企業価値分析の観点から開示情報を利用しようとする資本市場関係者とっては、企業経営

に与える影響についての考え方や認識が示されていることが重要であると考えられます。 

加えて、方針に社長がコミットしていることを示すことで、全社的な取組であることが

明確になるとも考えられます。 

 

  

24.6% 

13.2% 

20.3% 

19.4% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 
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女性など多様な人材活躍促進に向けた方針（カルビー） 

カルビーは、ダイバーシティ宣言の中で、多様性こそ成長の力であると、女性活躍推

進の目的を明確にしています。ダイバーシティのビジョンも策定しており、その中では、

どの職域でも、いろんな人が「イキイキ」と働いているとしており、将来の目指すべき

姿を明確にしています。 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）カルビーホームページ（http://www.calbee.co.jp/csr/feature1/） 

 

女性など多様な人材活躍促進に向けた方針（ブリヂストン） 

 ブリヂストンは、「多様性の尊重に関するブリヂストングループの考え方」の中で、

様々な価値観や個性を持つ人々が「働きやすく、活躍できる」職場提供をするとし、最

終的には「従業員の満足度向上」「企業の活性化と成長」「ステークホルダーの利益向上」

につなげるとしています。多様性を尊重するために重視する項目、また最終的な目的を

明確にしています。 

 

（出所）ブリヂストンホームページ（http://www.bridgestone.co.jp/csr/report/2014/social/diversity.html） 
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女性など多様な人材活躍促進に向けた方針（LIXIL） 

 LIXIL は、女性の活躍推進のためのアクションプラン「WeDo アクション」の中で、目

的や目指すべき方向性、具体的な施策を明確にしています。さらに、日付・社長の署名入

りとすることで、トップがコミットしていることも明確に示しています。 

 

（出所）LIXILホームページ（http://newsrelease.lixil.co.jp/news/2014/070_company_0804_01.html） 

 

 アンケート調査においては、女性活躍推進に関するトップのコミットメントの有無、及

びどういった媒体（社内報・株主向け媒体・一般向け媒体）でコミットメントを表明して

いるかを調査しました。 

 その結果、アンケート回答企業のうち、全業種では約 6割の企業が女性活躍推進に関す
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るトップコミットメントを表明していることが分かりました。媒体別では、株主向け媒体

や一般向け媒体と比べて、社員向け媒体が全業種共通して多くなっています。企業は、社

外に発信するよりも前に、まずは従業員など社内に向けて発信していると考えられます。 

今後、資本市場からの評価を得るという視点から、株主向け媒体で積極的に開示をして

いくことが期待されます。 

 

図表 12  社内報などの社員向け媒体で表明している（「はい」と回答した比率） 

 

 

 

図表 13  アニュアルレポートなど株主向け媒体で表明している（「はい」と回答した比率） 

 

 

 

図表 14 雑誌・新聞などの一般向け媒体で表明している（「はい」と回答した比率） 

 

(注)図表灰色部分は、「いいえ」または「検討中」と回答した企業の比率を表わしている 

  

 

 

  

59% 

50% 

65% 

57% 

製造業(N=150) 

非製造業(N=117) 

金融業(N=43) 

全業種(N=310) 

39% 

36% 

47% 

39% 

製造業(N=149) 

非製造業(N=116) 

金融業(N=43) 

全業種(N=308) 

34% 

37% 

51% 

37% 

製造業(N=148) 

非製造業(N=116) 

金融業(N=43) 

全業種(N=307) 
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4. 女性キャリア促進－取組 
 

キャリア研修の実施について開示を行っている企業は、一次スクリーニングを通過した

企業のうち約 24.2%、メンター制度・幹部とのコミュニケーション促進の取組について開

示を行っている企業は約 11.9%、管理職へのマネジメント研修・意識啓発等の取組につい

て開示を行っている企業は約 11.2%にとどまっています。 

 

 

女性キャリア促進に向けた取組の開示状況 

女性向けのキャリア研修についての開示比率は金融業で高く、一次スクリーニン

グを通過した企業のうち約 39.2％となっています。メンター制度・幹部とのコミュ

ニケーション促進にかかる開示状況、及び女性のキャリア促進のための管理職への

マネジメント研修・意識啓発等にかかる開示状況については業種区分間で大きな違

いはみられず、開示比率はおおむね 10％前後となっています。幹部の人事評価基準

における女性活躍推進の勘案にかかる情報開示は極めて少なく、開示比率は全業種

で約 1.4％です。女性のキャリア促進のための組織体制については、約 24.5％の企

業で開示が行われており、特に金融業では約 35.4％と高い開示比率となっています。 

 

図表 15  女性のキャリア促進に向けた各種取組にかかる開示状況 

女性向けのキャリア研修の実施にかかる開示状況 

 

 

 

メンター制度・幹部と女性のコミュニケーション促進にかかる開示状況

 

 

 

 

23.9% 

19.3% 

39.2% 

24.2% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

13.3% 

10.1% 

12.7% 

11.9% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 
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女性のキャリア促進のための管理職へのマネジメント研修・ 

意識啓発等にかかる開示状況 

 

 

幹部の人事評価基準における女性活躍推進の勘案にかかる開示状況 

 

 

女性キャリア促進のための組織体制にかかる開示状況 

 

 

 

 

女性キャリア促進に向けた取組（大和ハウス工業） 

大和ハウス工業では、少子高齢化による人財の確保や多様な市場ニーズへ対応するた

めに、これまで女性が少なかった職種へも女性社員を積極的に配属し、定着や能力発揮

のための支援・育成を行っています。きめ細かな研修などが奏功し、それぞれの職域に

おける女性比率が向上しています。 

 

営業職においては「女性営業育成サポートプログラム」を実施しています。ロールモ

デルとの交流やキャリアライフプランの作成、女性営業同士のネットワークの構築など

を目的とした女性営業の情報交換会や育成研修に加え、男性の上司に対する研修も実施

しています。様々な取組の結果、女性の営業職は 2006年 3月末日時点の 1.2％（60名）

から、2014年 4月 1日時点では 6.3％（251名）にまで増加しました。 

12.5% 

9.6% 

11.4% 

11.2% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

1.1% 

0.9% 

3.8% 

1.4% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

26.5% 

18.4% 

35.4% 

24.5% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 
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技術部門においては、女性社員の定着・育成を目的とした情報交換会や意見交換会を

実施しています。様々な取組の結果、女性の技術職は 2007年 3月末日時点の 5.5％（263

名）から、2014年 4月 1日時点では 9.8％（523名）にまで増加し、担当業務も拡大し

ました。 

さらに、お客様相談

センターやロボット関

連事業など、今まで女

性の少なかった部門や

新規事業の分野におい

ても、社内公募や FA

制度を活用し女性を積

極的に配属し、女性の

職域拡大に努めていま

す。 

（出所）大和ハウス工業ホームページ（http://www.daiwahouse.co.jp/csr/diversity/person.html） 

 

 

女性キャリア促進に向けた取組（ダイキン工業） 

ダイキン工業は、女性の活躍を阻む要因として、女性従業員自身と、マネジメントする

男性管理職の双方の意識に大きな課題があると認識しており、双方の「意識改革」を重視

しています。  

 

特に男性管理職には、「出産を機に辞めてしまう」「この仕事は女性に向いていない」と

いった女性への思い込みや苦手意識がある、育児休暇から復帰した女性従業員に対して、

過度な配慮・遠慮をしてしまい、成長につながる仕事を渡せていない、といった課題があ

ることを認識した上で、これらを解消するための取組を実施しています。具体的には、管
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理職向け研修の中で「女性部下育成セッション」を開催し、育成のベストプラクティスの

共有や、職場で直面しがちな課題を具体事例をもとに考えるケーススタディなどを実施し

ました。 

（出所）ダイキン工業ホームページ（http://www.daikin.co.jp/csr/feature/04.html） 
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5. 女性キャリア促進－実績 
 

 女性管理職比率を開示している企業は一次スクリーニングを通過した企業の約 45.9％

です。女性取締役比率を開示している企業は一次スクリーニングを通過した企業のうち約

33.3％となっています1。 

  

女性キャリア促進実績の開示状況 

女性管理職比率の開示比率については一次スクリーニングを通過した企業のうち

全業種で約 45.9％となっています。他方で、女性管理職人数だけを開示するなど、

管理職全体に占める比率が不明である場合や、女性役員の登用状況についてのみ開

示を行い、女性管理職比率については開示を行っていないなどの企業が全業種で半

数以上を占めています。業種区分別に見ると、製造業、金融業においては開示して

いる企業の割合が過半数を上回っているのに対して、非製造業は女性管理職比率に

ついて開示を行っている企業の割合が 40％を下回っています。 

 部長職以上の女性比率の開示状況は、女性管理職比率の開示状況に比べると大き

く下回っており、全業種で約 6.0％となっています。部長職以上の役職に女性が就任

している企業が依然として少ないことが理由の一つとして考えられます。金融業に

ついては、女性管理職比率については開示している企業の割合が他の業種区分より

も大きい一方、部長職以上の女性比率についての開示比率は低くなっています。 

 

図表 16  女性管理職比率の開示状況 

女性管理職比率の開示状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1
 女性役員比率等の開示については、「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」（平成 26年

10月 23日内閣府令第 70号）により、平成 27年 3月 31日以後に終了する事業年度を最近事業年度とする有価証券

届出書及び当該事業年度に係る有価証券報告書から義務付けられる。 

50.8% 

38.2% 

51.9% 

45.9% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 
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部長職以上の女性比率の開示状況 

 

 

(注 1) 国内における管理職比率、部長職以上の女性比率の開示状況について集計を行っている。 

 

(注 2) 女性管理職人数に加えて、全管理職人数が開示されている場合など、開示情報をもとに比率が
算出可能な場合も「開示あり」として集計を行っている。ただし、比率の算出が不可能な場合
は「開示なし」として集計している。  

 

 女性役員にかかる開示状況については、女性取締役比率の開示比率について、非

製造業が最も高く、一次スクリーニングを通過した企業のうち約 33.3％となってい

ます。全業種の開示比率は約 27.5％です。女性の社内取締役比率の開示比率につい

ても、非製造業が最も高いという傾向は同じです。ただし、その開示比率は約 9.6％

と必ずしも高い水準とはいえません。女性の社内取締役が就任している企業自体が

少ないことなどが影響していることも考えられます。なお、女性監査役比率の開示

比率については、業種区分による大きな違いはみられず、全業種で約 13.5％でした。 

 

図表 17  女性役員にかかる開示状況 

女性取締役比率（社内・社外を含む）の開示状況 

 

 

女性社内取締役比率の開示状況 

 

 

 

6.4% 

6.1% 

3.8% 

6.0% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 

22.0% 

33.3% 

29.1% 

27.5% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

3.4% 

9.6% 

5.1% 

6.1% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 
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女性監査役比率の開示状況 

 
 (注) 人数のみの開示であっても、開示情報から比率を算出することが可能な場合（性別が明記され

ている場合や、人数・比率の開示が行われている場合等）は「開示あり」として集計を行って

いる。ただし、全員が男性であるなど、比率が 0％の場合は「開示なし」に含めている。 

 

 

 

  

12.3% 

15.7% 

11.1% 

13.5% 

製造業(N=253) 

非製造業(N=223) 

金融業(N=72) 

全業種(N=548) 

開示あり 開示なし 
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6. 仕事と家庭との両立サポート－方針 
 

方針や数値目標を開示している企業は一次スクリーニングを通過した企業の約 7.9%で

す。 

 

仕事と家庭との両立サポートに向けた方針の開示状況 

ワーク・ライフ・バランス促進に向けた方針の開示状況については、製造業が最も

開示比率が高く、一次スクリーニングを通過した企業のうち約 11.4％となっていま

す。一方、非製造業では最も低く、約 3.9％でした。 

労働時間の削減目標など、ワーク・ライフ・バランスの促進に向けた数値目標の開

示状況についても同様の傾向が確認され、製造業で開示比率が約 8.7％だったのに対

して、金融業では約 3.8％にとどまっています。 

 

図表 18  仕事と家庭との両立サポートに向けた方針・数値目標の開示状況 

ワーク・ライフ・バランス促進に向けた方針の開示状況 

 

 

ワーク・ライフ・バランス促進に向けた数値目標の開示状況 

 

 

 

 仕事と家庭との両立サポートの方針については、今後、策定・目標の設定を対外的にわ

かりやすく開示していくか、また、その際に、「3．女性のキャリア促進－方針」で記載し

たとおり、女性活躍の意義を社内外により強く伝えるという観点から、方針では、目的や

企業経営にどのような効果を期待しているのかを明確に記述することが重要になってく

ると考えられます。 

 

11.4% 

3.9% 

7.6% 

7.9% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

8.7% 

5.3% 

3.8% 

6.7% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 
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仕事と家庭との両立サポートに向けた方針（大阪ガス） 

 大阪ガスは、事業環境の変化に迅速かつ柔軟に対応し、変化の中にチャンスを見つけ

ていくためには、ダイバーシティ推進が重要だとし、ダイバーシティ推進の一環として

ライフスタイルの多様性を位置づけています。 

 

 

 

 

（出所）大阪ガスホームページ（http://www.osakagas.co.jp/company/csr/beginning/diversity_policy.html） 
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7. 仕事と家庭との両立サポート－取組 
 

一次スクリーニングを通過した企業の約 31.9%の企業が長時間労働削減の取組につい

て開示を行っています。柔軟な勤務時間や勤務場所を認める制度についての情報開示はそ

れぞれ約 24.5％、約 11.9％にとどまっています。 

 

 

仕事と家庭との両立サポート取組の開示状況 

在宅勤務制度のほか、必要に応じて勤務地を限定することができる制度など、柔

軟な勤務場所を認める制度にかかる情報開示については、業種区分毎に大きな差は

見られず、一次スクリーニングを通過した企業のうち全業種で開示比率は約 11.9％

でした。 

 一方、フレックスタイム制度や必要に応じて勤務時間の長さを変更することがで

きる制度など、柔軟な勤務時間を認める制度にかかる開示状況については、業種区

分によってその水準が大きく異なっています。具体的には製造業において開示比率

が約 35.6％となっているのに対して、金融業では開示比率が約 7.6％にとどまって

います。 

 長時間労働改善のための具体的な取組にかかる開示状況については、製造業にお

ける開示比率が約 41.3％と高いのに対し、非製造業及び金融業では 20％台の水準に

とどまっています。 

 ワーク・ライフ・バランス促進に向けた社内意識啓発にかかる開示状況について

は、業種区分によって大きな違いはみられませんが、製造業で開示比率が約 14.4％、

全業種で約 11.6%となっています。 

 

図表 19  仕事と家庭との両立サポートに向けた各種取組にかかる開示状況 

柔軟な勤務場所を認める制度にかかる開示状況 

 

 

 

 

 

 

14.0% 

9.2% 

12.7% 

11.9% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 
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柔軟な勤務時間を認める制度にかかる開示状況

 

長時間労働改善のための具体的取組にかかる開示状況 

 

ワーク・ライフ・バランス促進に向けた社内意識啓発にかかる開示状況 

 

 

 

就職先を選択する学生など、労働市場関係者にとって特に重要な情報であると考えら

れることから、制度や取組について企業は積極的に開示することが重要だと考えられま

す。 

 

仕事と家庭との両立サポート－取組（SCSK） 

SCSK は、より効率的（スマート）に働き（ワーク）目標（20）に挑戦するため、

「スマートワーク・チャレンジ 20（スマチャレ 20）」という取組を 2013年 4月にスタ

ート。取り組みの数値目標（全社目標）である「20」は、「年次有給休暇取得日数 20

日（当年度付与日数の 100%取得）」と「平均月間残業時間数 20時間未満」を意味して

います。 

 スマチャレ 20 の目標を達成するために、従業員から集めたさまざまなアイデアや取

組事例を全社で共有し、良い施策は社内展開しています。具体的には、資料の作成を 3

分の 1にする、机上に残業時間に応じた色の札を掲げるなどが挙げられました。 

さらに、顧客のオフィスに常駐して業務をする社員が多いという業務特性から、計画

的有給休暇付与日に関して理解を求めるレターを顧客に出しています。2014 年 4 月か

35.6% 

17.5% 

7.6% 

24.5% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

41.3% 

22.8% 

26.6% 

31.9% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

14.4% 

9.6% 

7.6% 

11.6% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 
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らは所定就業時間を 10分短縮するなど、さらなる労働環境の改善に取り組んでいます。 

目標に向けた取組を促進するため、低減された残業代を全額原資とし、目標の達成度

合いに応じて社員に還元するインセンティブ制度を導入しています。本制度では、イン

センティブの支給単位を組織（部門）

とし、該当組織の有給休暇取得率や

残業時間に関する目標の達成状況に

応じて、ゴールド・シルバー・ブロ

ンズという 3 段階の支給テーブルを

設定しています。 

従業員が有給休暇を取得しやすいように会社から顧客先にレターを出している点、残

業削減が部門に還元されるというインセンティブを付与している点など、全従業員の働

き方改革に向けた取組は参考になります。 

 

（出所）SCSKホームページ（http://www.scsk.jp/corp/csr/diversity/policy.html） 

 

仕事と家庭との両立サポート－取組（ノバレーゼ） 

 ノバレーゼは、2015年 1月に、全社員の有給休暇取得率 100%を管理職者に義務付

ける取組を開始しました。年間の休暇体制を年初に策定し、旅行など充実した休日を社

員が過ごすことや、メリハリある働き方で、社員の満足度向上とより健康的な企業体質

を目指すとしています。 

具体的には、年明から 1 月下旬にかけ、社員の休暇取得希望日をヒアリングし、一

年間の部署単位の有休取得予定表を策定。その後は、定期的に出勤簿を確認することで、

取得状況の管理を行います。休暇予定表の事前作成とチェック体制の二重強化で、取得

率を 100%へと引き上げる予定です。 

現在、有休取得率 100%の実現に向けて、2014 年の下半期 7 月から、各部門長が

社員の休暇希望日を吸い上げ事前にスケジュールを策定する取り組みを試験的に開始

しています。上期 21.6%の取得率が下期は倍の 43.5%に向上し、2013 年度 31.4%だ

った取得率が 2014 年度は 65.2%に改善しました。 

 

（出所）ノバレーゼホームページ（http://www.novarese.co.jp/cms/uploads/20150119.pdf） 
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8. 仕事と家庭との両立サポート－実績 
 

男性による育児休業取得率を開示している企業は一次スクリーニングを通過した企業

の約 2.1％と、極めて低い水準にとどまっています。また、柔軟な勤務時間や勤務場所を

認める制度についての情報開示はそれぞれ約 24.5％、約 11.9％でしたが、そうした制度が

実際に何人の従業員により利用されているかについての開示を行っている企業は約 3.5%

です。制度導入の有無だけでなく、実績も合わせて開示することが今後期待されます。 

そのほか、有給休暇の取得率または取得日数の開示を行っている企業は一次スクリーニ

ングを通過した企業の約 21.4％ 男女別の平均勤続年数は約 18.9％、実労働時間に関す

るデータ（総労働時間数や時間外労働時間数など）を開示している企業は全体の約 11.4％

でした。 

 

 

仕事と家庭との両立サポート実績の開示状況 

男性による育児休業取得実績については、一定数の企業において人数の開示のみ

行われていますが、一定期間内に子どもが生まれた全男性従業員で割り算して算出

される育児休業取得率について情報開示を行っている企業は極めて少なくなってい

ます（一次スクリーニングを通過した企業のうち全業種で約 2.1％）。 

 男性による育児休業取得実績の開示状況については、製造業が最も高く開示比率

は約 34.5％となっています。一方、開示比率が最も低いのは金融業で、約 27.3％と

なっています。 

  

図表 20  男性による育児休業取得実績の開示状況 

男性による育児休業取得人数の開示状況 

 

男性による育児休業取得率の開示状況 

 
 

34.5% 

22.4% 

17.7% 

27.3% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

3.4% 

0.4% 

2.5% 

2.1% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 
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(注 1) 育児休業取得人数の開示があっても、過去 3年間における男性による育児休業取得人数がゼロ
の場合は、「開示なし」として集計している。 

(注 2) 人数のみの開示であっても、開示情報から比率を算出することが可能な場合は「開示あり」と

して集計を行っている。  

 

 

 有給休暇の取得率または取得日数の開示を行っている企業は全体で約 21.4％でし

た。製造業は平均を上回っており、約 28.0％でした。 

 

図表 21  有給休暇取得率または日数の開示状況 

 

 

 柔軟な勤務場所または勤務時間を認める制度が実際に何人の従業員により利用さ

れているかについての開示を行っている企業は少なく、全業種で開示比率は約 3.5％

にとどまっています。 

 

図表 22  柔軟な勤務制度の活用実績にかかる開示状況 

 

 

 全従業員における平均勤続年数については有価証券報告書において開示すること

となっていますが、男女別の平均勤続年数について情報開示が行われている企業は

全業種で約 18.9％にとどまっています。特に非製造業において開示比率が小さく、

約 12.3％となっています。 

 

 

 

 

28.0% 

16.7% 

12.7% 

21.4% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 

6.1% 

1.8% 

0.0% 

3.5% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 
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図表 23  男女別の平均勤続年数の開示状況 

 

 

 実労働時間に関するデータ（総労働時間数や時間外労働時間数など）を開示して

いる企業は全体の約 11.4％であり、製造業では約 17.8％の企業で開示が行われてい

ますが、非製造業及び金融業における開示比率は 1桁台にとどまっています。 

 

図表 24  実労働時間に関するデータの開示状況 

 

 

 

 

 

 

  

25.4% 

12.3% 

16.5% 

18.9% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 

17.8% 

6.1% 

5.1% 

11.4% 

製造業(N=264) 

非製造業(N=228) 

金融業(N=79) 

全業種(N=571) 

開示あり 開示なし 
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